On the "independent" development and the uneven development of the Department I by Takagi, A.
第1部門の「自立的」発展と不均等発展について　135
第1部門の「自立的」発展と不均等発展について
高　　木 彰
はじめに一問題提起に代えて一
　生産手段生産部門（第1部門）の消費資料生産部門（第2部門）に比しての
急速な発展は、第1部門の不均等発展と「自立的」発展とにお・いて区別され、両
者は、概念的に相違するものとして理解されねばならない。第1部門の不均等
発展とは、資本制的拡大再生産の長期的・平均的な軌道にかかわるものである。
これに対して、第1部門の「自立的」発展とは、拡大再生産の短期的・循環的
な運動径路にかかわるものであり、具体的には、産業循環の上昇局面の軌道規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t定にかかわるものである。それ故、資本の蓄積と拡大再生産の運動は、現実的
には、第1部門の「自立的」発展の過程としてのみ展開するのであり、第1部
門の不均等発展としての拡大再生産軌道は、いわば理念としてのみ表象される
ものであるといえよう。かくて、第1部門の不均等発展と「自立的」発展とが、
概念的に区別されねばならないのは、資本の蓄積と拡大再生産の展開過程の分
析視角に対応するものとして理解されねばならないことによるものである。資
本蓄積について、その本質的、構造的分析と動態的分析との二様の分析視角が
設定されねばならないのであるが、その二様の分析視角に、夫々、対応するも
のとして、かの二様の第1部門の展開形態が把握されねばならないのである。
　レーニンがマルクスの再生産表式における前提一第1部門蓄積率の先行的
決定と一定一を堅持しながら、技術進歩の契機を導入することによって導き出
したのは、ここで言う第1部門の不均等発展であり、それ故、それは、「資本主』
義社会の発展の一般的法則」として定式化されたのである。しかし、レーニン
の定式化した第一部門の不均等発展は、産業循環の上昇局面において特徴’的に
検出される第1部門の「自立的」発展とは、決定的に相違するものであり、そ
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の限りにおいて、恐慌の問題とは直接の連関性を持ちえないのである。
　ところで、第1部門の不均等発展と「自立的」発展とを概念的に区別すべき
であるとされたのは、富塚良三氏である。富塚氏は：、レーニンの設定した第1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ部門の不均等発展とは、「資本構成高度化と対応的な部門構成の高度化」を意
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下するものでみり、「生産力の発展に照応的な部門構成の比率の高度化の過程」
を意味するものとされる。これに対して、第1部門の「自立的」発展とは、「部
門間の技術的＝経済的な関連性の変化が要請する以上の・第王部門の資本と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生産の増加率の第H部門のそれに対する超過」を意味するとされる。それ故、
前者においては、「価値・素材の両面における均衡」、「生産と消費との構造的
連関」が保持されているのであり、「消費と価値増殖との間の正しい比例関係」
が確保されているとされる。即ち、それは、生産力の発展をともなう資本蓄積
の「均衡的」な拡張過程として規定されるものである。これに対して、後者の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第1部門の「自立的」発展においては、「均衡」が破壊され、それ故、「不均衡」
の発展過程として、従って、「過剰蓄積」の過程として規定され、現実の好況過
程を特徴づけるものであるとされている。
　かくて、富塚氏は、両者の関連について、第1部門の不均等発展は、第1部
門の「自立的」発展が「自立的」である所以を規定する「基準」であり、「自立
性」の限界を明かにするものであり、後者が「不均衡」的発展過程であること
の「理論的基準」としての意義を持つものとされるのである。即ち、現実の好
況過程が第1部門の「自立的」発展の過程であり、従って、「矛盾の累積過程」
に他ならないことの所以を解明する「基準」として、第1部門の不均等発展が
規定されているのである。そこでは、第1部門b）「自立的」発展それ自体が、
「矛盾の累積過程」として規定されているのではなく、それの第1部門の不均
等発展からの「乖離」において矛盾の累積が規定されているのである。
（1）富塚良三i〔1〕275ページ。
（2）　〔1〕277ページ。
（3）　〔1〕277ページ。
（4）　〔1〕273ページ。
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　富塚氏は、一方では、第1部門の不均等発展の蓄積軌道を、それからの乖離
　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　への内的傾向を析出する　「基準」としての「理論的意義をもつ」とされるの
であるが、他方では、第1部門の不均等発展の過程において、第1部門の「自
立的⊥発展の傾向が強くあらわれ、前者の過程が、「ほとんど不可避的に」、後
　　　　　　　　　　　　　　者の過程を誘発するものとして、「不均等発展の過程」が、「不均衡化」への強
　　　　　　　　　　　　　　平な要因を内包するものとして、把握されているのである。
　しかし、不均衡の析出「基準」それ自体が、不均衡発展に転化するというこ
とは想定出来ないのである。富塚氏が第1部門の不均等発展と第1部門の「自
立的発展」とを概念的に区別たれたのは、前者は「均衡的発展過程」であり、
後者は「不均衡的発展過程」であるとされたからに他ならないのであり、前者
がどこまでも「均衡的発展」でありうることによってのみ、「不均衡的発展」の
「基準」たりえたのである。それ故、富塚氏の所説においては、前者が「あ
るべき拡大再生産軌道」であり、後者が「現実の再生産軌道」一好況過程であ
るといえるのであり、そこに両者の範疇的区別の根拠も存していたのである。
そこでは、前者から後者への転化、即ち、「不均等発展」の不均衡転化というこ
とは、理論的に想定しえないものといえよう。この点において、富塚氏の主張
は、二様の不均等発展の概念的区別に徹底さを欠いたものといえよう。
　かくて、レーニンの設定した第1部門の不均等発展を、好況過程にお・ける第
1部門の「自立的」発展に対する「理論的基準」として、その「自立性」の尺
度「基準」としての意義を持つとする想定自体が問われなければならないので
ある。そこでは、レーニンがマルクス的前提のもとで不均等発展を定式化した
その「マルクス的前提」自体の持つ「理論的意義」が問題とされねばならない
ものといえよう。
　レーニンは、マルクスと同様に、第1部門蓄積率の先行的決定と、年々それが
（5）　〔1〕122ページ。
（6）　〔1〕277ページ。
（7）　〔1〕126ページ。
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一定であるという前提を堅持しているのであるが、この前提と第1部門の不均
等発展の理論的意義とは、密接不可分の関係にあるのである。
　富塚氏においては、表式分析の前提の検討が不十分であり、その持つ理論的
意義が明確にされなかったことに、二様の不均等発展を概念的には区別されな
がらも、結果としては、両者を混同されてしまった所以が存するものといえよ
う。再生産表式分析に際して、その前提の理論的意義が明確にされねばならな
いのであるが、そのようなもとでの資本制的蓄積過程の表式的叙述は、一定の
意義をもつものとされねばならないであろう。それをも表式の「濫用」という
のであれば、それは、再生産表式分析の意義の全くの無理解を表明するものに
　　　　　　　　　　　他ならないといえよう。
　本稿の主題については、かつて、拙著〔3〕の第8、10章において論じたこ
とがある。ここでは、旧稿における論点の不十分さを補うとともに、その後の
文献についても若干の検討を加えておこう。
1．第1部門の「自立的」発展について
再生産表式を次のようにおく。
　　×，〈t）＝C，（，｝十V，，t）十M，（t）
　　×2（t）＝C2ct）十V2｛t）十M2（t）
（添字の1、2は算1部門、第2部門を意味し、夫々、生産財生産部門、消費財生産部
門であり，tは時間を示す）
諸変数の連関は次のようなものとする。
　r一一g．一．m一＝！）！．　p－N．　u　＝．mll，LH一一3L．a－mp’＋．MV
　　　V””　V”　C十V　1十r　x十y’V”　M
（8）井村喜代子氏は、拙著〔3〕に対する批判として、「循環分析における表式展開乱用の弊
　害が露呈している」（〔21〕（上）106ページ）とされているのであるが、そこでは、表式分析
　の意義とその限界についての筆者の方法を全く理解されずに批判されているのである。
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　　　　C　r　．，　V　1　N　M一　m　X＝＝’Sl一＝Jl－ltiil｛一II－1［一 ＋1 Y＝’51一＝一FFtlfi－1＝1］．＋1，Z＝’一51一＝＝一F：tFlff　l　Ji．＋1
　　・・一X郷長蓄Xα｝’一薯｝「砦・a・1
　（但し、M＝Mc十Mv十Mkであり、Mcは追加不変資本、　Mvは追加可変資本、　Mkは資
　本家の個人的消費を示すものとする）
　マルクスは、その拡大再生産表式の展開に際して、資本の有機的構成、剰余
価値率を一定とし、第1部門蓄積率の先行的決定と一定という前提を設定した。
ここでの問題は、先行的に決定される第！部門蓄積率の想定の仕方についてで
ある。それが一定として想定されるということは、拡大再生産過程の長期的・
平均的な過程をそこでは分析の対象とするということである。これに対して、
それが独立変数として想定されるならば、それは短期的・循環的な拡大再生産
過程を分析対象とすることになるのである。富塚氏の指摘されるように、第1
部門蓄積率の一定という前提が「基準」としての意味をもつものとすれば、そ
れは、第1部門蓄積率の累積的上昇と累積的下降運動に対する「基準」となり
うるということである。第1部門蓄積率が一定ということは、その上昇と下降
の相殺の結果としてであり、一定という前提は、その上昇と下降の運動を内包
するものとしての意味をもつ限りにおいて「基準」たりうるものといえよう。
　かくて、第1部門蓄積率が独立変数として想定される場合は、産業循環の好
況過程において特徴的に見られる第1部門の「自立的」発展に止るものである。
この点を要約的に示しておこう。
　拡大再生産の均衡条件は、生産財、消費財の両生産部門において需給が均衡
することによって与えられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　’
C2ct）十Mc2（v＝Vi（t）十Mvict）十Mkio｝
（1）を基礎にして、次の二つの均衡条件を導き出すことが出来る。
Xi（o　　　x2（1十92（t〕）　＿　x2（1十P2●42㊥
xtv　一rm－x　1十Tgict））　一　1－xi（1十pi’auv）
Xl（v＿　　x2（1十9iCt－i））　　＿　x2（1十Pl’al（t－1））
X2（t）　1”xi　（1十gict－i））　一1－xi　（1十Pi’aict－i｝　）
（1）
（2）
（3）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）は「一時半均衡条件」であり、（3＞は「動的均衡条件」である。
ここで余剰生産財を△Gt｝とおけば、それはV1〔t）十Ml〔vとC2（t）との差として与
えられる。
　△C（t〕＝V、〔t〕十M、〔t）一C2ct）＝（1－xl）　Xi〔t一r2　・　X2（t）　　　　　　　　　　　（4）
（4）より、余剰生産財の増加率△C〔・〕／X，a｝は、次のように与えられる。
齋一（1一　x，）一娩・難　　　　　　　（・）
　ところで、産業循環の上昇局面たる好況過程とは、「需要超過の再生産構造」
として規定されるのであるが、それは換言すれば、生産規模の絶えざる拡大と
して展開していくということであり、それを物質的に基礎づけるものが、余剰
生産財の増加率が増大するということである。即ち、好況過程は、余剰生産財
の増加率の増大を物質的基盤として展開するということである。
　かくて、（5）より、余剰生産財の増加率の増大の条件は、
幾く驚　　　　　　　　　（・）
　（6）を整理すれば、
　　i：i’iX’‘f，’〈Ti：；’：i：MC：］　（7）
　（7）に「動的均衡条件」の（3）を代入して整理すれば、α1〔t〕〉α・tt一・　・｝が得られる。即
ち、好況過程においては、、第1部門蓄積率の累積的増大傾向α1｛t）＞a・｛t－1）によっ
て、部門構成h（v＝＝X1｛t｝／X，〔，｝が年々高度化するということであり、第1部門の
第2部門に比しての急速な発展が惹起されるということである。それ故、好況
過程が「需要超過の再生産構造」として特徴づけられるその内実は、第1部門
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1蓄積率の累積的増大a・c・）＞a1（t－11によって、部門構成の高度化h〔・Kh〔・＋1）が進展し
ていくという再生産の動的展開として把握されうるものといえよう。
　富塚氏は、好況過程を特徴づける第1部門の「自立的」発展を惹起する契機
（9）この二様の条件の導出については、拙稿（〔4〕
　る。
3～5ページ）においておこなってい
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について、大別して次の2点を指摘されている。①「資本としての資本に固有
な・資本の形態規定」それ自体が、均衡軌道からの離脱を惹起する要因として
　　　　　作用する。「価値増殖」を自己目的とするところの・「蓄積のための蓄積」の過程
としての・資本制的蓄積過程は、その《均衡蓄積率》を超えての蓄積を、すな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωわち《過剰蓄積》をおこなう内的傾向をもつ。②蓄積軌道の転位が第1部門
　　　　　　　　　　　　　　　　（12｝の主導性のもとにおこなわれる。第1部門は個人的消費と直接の連繋をもたな
　〔｝3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　曜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14｝
い。「長期の建設期間」の介在によって「自立的」発展が自乗化される。しか
し、第1点は、「資本制的蓄積の本質」そのものであり、第2点は、第1部門が
生産手段生産部門であることによって、その再生産過程における機能規定が特
徴づけられるということを指摘したものにすぎないのである。換言すれば、富
塚氏は、第1部門の「自立的」発展をそれ自体としては論証されてはいないと
いうことである。
　井村喜代子氏は、拙著〔3〕を批判されて、そこでは「『1部門蓄積率の独自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的・先行的決定』それ自体から好況過程が展開することになっている」とされ
（10）　〔／〕93ページ。　　　　（11）　〔1〕102ページ。
（12）　〔1〕126ページ。　　’（13）　〔1〕126ページ。
（14）　〔1〕121ページ。
（15）井村喜代子〔21〕（上）105ページ。
　尚、井村氏は、筆者が産業循環の問題を考察するに際して、固定資本を捨象したことは誤り
　であるとされている。確かに、固定資本の回転の特殊性は、産業循環の動態に大きな影響
　力を持つものである。しかし、固定資本の問題を一先ず捨象して、産業循環を考えるとい
　うことは、分析の第一次的接近として、単純化の方法として不可欠なことである。ローザ
　も、固定資本の回転を特別視することは、「蓄積に関する特殊な困難」を、「単純再生産に含
　まれている諸契機」によって解決しようということに他ならないとしている（ローザ・ル
　クセンブルグ、長谷部文雄訳『資本蓄積論』岩波書店、㊤188ページ）。固定資本の問題を
　捨象した第一次的接近において、「資本制的蓄積の現実的展開過程」が、上昇と下降と
　いう基本的に対立する二過程を描かざるをえないことを解明することが、先ず、必要なの
　である。その手続きを踏むことなく、資本制．的蓄積の動的展開に、直接、固定資本の契機
　を導入して、産業循環を論ずるならば、産業循環としての資本蓄積の現実展開が、固定資
　本の回転の特殊性それ自体から帰結されることにもなりかねないであろう。それは、まさ
　しく、固定資本恐慌論と呼ばれるものである。例えば、富塚氏は、「不均等発展過程の
　不均衡転化」として規定されることから、固定資本の回転の特殊性が、均衡蓄積軌道その
　ものの内部において、絶えず不均衡要因を発生させる（〔1〕117ページ）ものとして把握
　されることになっているのである。
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ている。しかし、それは全くのミスリーディングであることは、ここで要約的
に述べたことからも明らかであろう。筆者は、第1部門蓄積率の累積的増大を基
本的契機として展開する第1部門の「自立的」発展が、好況過程の再三産の内
的機構であるとしたのである。そこでは、．好況過程を支える物質的基盤が、第
1部門蓄積率の累積的増大運動にあるということが問題であったのである。
　ここで、第1部門蓄積率の累積的増大を基本的契機として設定される第1部
門の「自立的」発展は、その導出に際して、好況過程を先験的に想定するもの
であるとする批判に庵える意味で、これまでとは逆の方法での定式化について
言及しておこう。
　拡大再生産表式において、二様の分析視角が設定される時、その区別は、唯、
一点、第1部門蓄積率の想定についての相違にのみかかわっていたのである。
長期的・平均的な拡大再生産過程の考察に際しては、第1部門蓄積率は、一定
値をとるものとして想定されたのである。これに対して、短期的・循環的な拡
大再生産過程の考察に際しては、第1部門蓄積率は、変動するものとして想定
されねばならないものといえよう。しかも、その変動の態様は、単なる変動一
般ではなく、一方的上昇運動と、一方的下降運動として把握されるものである。
第1部門蓄積率の一方的上昇と一方的下降という基本的に対立する二様の運動
形態を通して、第1部門蓄積率は、長期的には一定値をとるものとして想定さ
れうるのである。マルクスの拡大再生産表式が「基準」としての意義をもつも
のとすれば、かかる意味においてである。
　然るに、第1部門蓄積率が累積的に増大するα1（u＞α1〔t－1｝の場合には、（3）より
恥くh（t＋1｝であり、従って、部門構成の高度化、第1部門の急速な発展を帰結す
ることができる。逆に、第1部門蓄積率が年々減少していくというα・【v〈α1（t－1｝
の場合には、煽＞h｛・＋1｝という部門構成の低下が惹起され、第2部門の比重の増
大傾向が生じるのである。
　前者においては丸余剰生産財の増加率を増加させることになるのであり、そ
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れ故、それは、再生産規模の益々拡大する状況であるといえよう。後者は、そ
の逆に、再生産規模の縮小が生じるという状況である。前者を産業循環の好況
過程の基本的特徴を表現するものであり、後者を恐慌から不況にかけての過程
を基本的に表現するものとみ奪すことが出来るであろう。このようなことから
して、第1部門蓄積率の累積的増大運動を基本的契機として惹起される第1部
門の急速な発展を、第1部門の「自立的」発展として、好況過程を特徴づける
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）再生産の動態として規定することができるといえよう。
　ここでは、第1部門蓄積率の上昇運動と下降運動の二過程が、産業循環過程
を構成する基本的な二過程として把握されるとしたのであるが、その第1部
（16）　持田恵三氏は、『資本論』の世界は「生産力不変」ということであり、そのことに再生
　産表式の基本的性格があるとされ、「『資本論』の世界のなかで再生産表式の形態と段階
　は、単純再生産→単純なる拡大再生産→拡大率不均等な拡大再生産の三つであるべきであ
　ろう」（〔8〕340ページ）とされている。「単純なる拡大再生産」とは、「均等、均斉」な拡
　大再生産のことであり、マルクスが表式例で示そうとしたものであるとされる。それは、
　単純再生産において、再生産論の課題が解明されたからには、「補足的な拡大再生産の証
　明には、単純なる拡大再生産の証明がふさわしかった」（同前）とされる。しかし、生産力
　不変の前提のもとにおいて、　「拡大率不均等な拡大再生産」を想定するということは、そ
　の不均等を惹起する要因を、蓄積率の変動に求めるということに他ならないのである。持
　田氏は、この点に関連して、「それなら生産力不変の下でどうして不均等な拡大がありう
　るであろうか。それは要するに価値表示の式からも明らかなように蓄積率の変化の問題で
　あった。それは裏返せば資本家の消費量の変化に他ならない」のであり、「つまり生産力
　不変の下での不均斉な拡大は、再生産過程から脱落する資本家消費の比率の不均等さによ
　ってもたらされるのである」とされ、しかし、‘「資本家の消費性向といった偶然的な事
　情に左右される不均斉さは、むしろ理論的にも不均斉であろう」（〔8〕348ページ）とし
　て、「拡大率不均等な拡大再生産」の問題を、　「生産力不変」という世界から放郷されて
　しまうのである。しかし、「蓄積率の変化」が、資本蓄積と拡大再生産の問題において決定
　的重要性を持つものであるとすれば、「拡大率不均等な拡大再生産」は、蓄積径路の一つ
　として位置づけられねばならないものといえよう。更に，水谷謙治氏は、次のように指摘
　されている。「しかし、『再生産論』では、生産力の変動は一切捨象されている。なぜなら、
　この変動は再生産過程の基本的諸条件＝＝法則の析出にとっては心乱的な要因にすぎないか
　らである。こうした撹乱的要因を捨象した均衡ある再生産を前提するという方法は、これ
　までに示してきた『再生産論』の課題と対象によって規定されている。したがって、『構成
　高度化表式』が第1部門の魯速な成長を表示する点で意義をもつからといって、『再生産論』
　の課題なり意義は、右の成長を表示し『生産と消費の矛盾』をそのものとして示すところ
　にあるとか、この矛盾が『再生産論』の主要な結論だということにはならない」（〔20〕（下）
　172ページ）。水谷氏の主張では、資本主義における生産力発展そのものが、資本制的蓄積
　を掩乱させるものとして、従って、資本主義発展の不可能性として規定されることになる
　であろう。
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，門蓄積率の二様の運動において、上限と下限をなすものが、拙稿〔4〕でも言及
した部門構成の弾力性である。即ち、拡大再生産がそもそも可能であるために
は、部門構成は、一定の範囲内に存在しなければならないということである。
第1部門蓄積率の上昇運動が一定の上限を画されているということは、第1部
門の「自立的」発展は、無限界ではありえないことを示すものであり、価値・
価格レベルという抽象的制約のもとにおいても、資本制的蓄積の動態は、変動
の過程を通してしか進展しえないということを示すものである。もし、そのよ
うな限界が設定されえないとすれば、第1部門の「自立的」発展は、無限界た
らざるをえないのであり、それ故、価値・価格レベルにおける資本蓄積の動態
は、なんら変動を伴わないものとして規定されてしまうものといえよう。
　かくて、第1部門の「自立的」発展が、第1部門蓄積率の累積的上昇を基本
的契機とし、一定の限界を画されているが故に、そこ．では、蓄積軌道の逆転と、
その累積的縮小傾向を推論することが出来るものといえよう。然るに、そのこ
とは、資本制生産に特有な矛盾の成熟とその回復の形姿を基本的に解明してい
るものといえよう。それは「産業循環の原基形態」といわれるべきものである。
　吉原泰助氏は、第1部門の「自立的」発展の蓄積一成長径路は、第1部門蓄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ積率の不断の上昇を内容とするとされ、その蓄積率の上昇は、「形式的には、100
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％を極限とし、現実的には、資本の現実の運動によっぞ与えられる諸制限」に
よって限界を画されているめであるから、抽象的な再生産論の次元においても、
　「1部門の不均等的拡大」、「第1部門の自立的発展」が、究極において、「制限
された消費」によって限界づけられる問題を説くことができるとされている。
　又、高須賀義博氏は、「マルクスの再生産表式分析を、その抽象度を保持した
（17）吉原泰助〔19〕289ページ。
　吉原氏のこのような主張に対して、矢吹満男氏は、「富塚氏の問題提起に端を発する恐し、
　論研究の行きついた姿をみることができよう」（〔6］62ページ）とされている。しかし、
　表式分析の次元において、第1部門の「自立的」発展の変動を問題にすることと、　「均
　衡蓄積率」を不均衡「析出」の基準として設定することは、方法的に全く相違するもの
　　である。吉原氏の所説における問題点は、その論理的不斉合性に存するものといえよ
　　う。
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まま、適用することによって、循環過程の各局面の再生産構造の特質を、最も
　　　　　　　　　　　　　　　抽象的な次元で明らかにすること」を試みられ、「恐慌による暴力的解決を必然
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　化するような矛盾の累積過程である循環的蓄積過程の抽象モデル」を構築しよ
うとされている。そこでは、「矛盾の累積過程」は、第1部門の急速に発展する
過程、第2部門の第1部門に対する比率の漸次的に低下する過程として規定さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れているのであり、かかる蓄積軌道は、「労働力の増加が可能である部門構成」に
おいて、絶対的限界が画されているのであり、それ故、いずれかの時点におい
て、縮小再生産への転換が不可避となるとされている。
　これに対して、井村喜代子氏は、表式論次元における第1部門の「自立的」
発展の無限界性を指摘されている。「表式分析の論理段階でいいうることは、
1部門の△K／K（総投下資本拡大率）が上昇をつづけることが可能なかぎり、
　　　　　　　　　　　　　　　⑳かかる不均等的拡大が可能である」とされ、それに対しての「消費による『限
界』のヨリ充分なる解明は、産業循環の運動の考察を通じてあたえられること
　　　　になる」とされるのである。換言すれば、井村氏は、再生産論（＝「資本一般」）
の次元では、「生産と消費の矛盾」の潜在的累積機構が解明されるのみであり、
その限界の問題は、産業循環論（＝「競争論」）の次元において考察されるもの
として、第1部門の「自立的」発展について、その展開と限界を二分されたの
である。換言すれば、かの資本蓄積の二様の分析視角を異次元的に対応するも
のとされるのである。しかし、そこでは、「資本一般」に関する限り、資本蓄積
の無限界的発展が帰結されぎるをえないであろう。
　更に、古川哲氏は、表式論次元において、第1部門の「自立的」発展の析出
それ自体をも否定されているかに思われる。「だが、私見によれば、果して表式
三次元でそのような不均衡化の必然とその限界暴露の必然の双方の基礎を明確
（18）高須賀義博〔14〕204ページ。
（19）　〔14〕206ページ。
（20）　〔14〕213ページ。
（21）井村喜代子〔9〕120ページ。
（22）　〔9〕111ページ。
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に示すことが果して必要でもありまた可能でもあるのかどうか。同じく表式次
元では、不均衡吸収も、不均衡無限潜在進行さえもいいうるのではなかろうか。
私には元来表式論の問題とは、過不足か数量的アンバランスとは無関係の矛盾
であり、過不足問題は元来競争論に限定されるべき問題であり、表式論では具
体的な競争の中から生れてくる過剰吸収の最終的発動機構の根本的・歴史的性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）格の問題を矛盾としてとらえれば十分と考えている」。古川氏のこのような表
式把握では、表式における資本蓄積の動的展開そのものが否定されてしまうも
のといえよう。
　丑．第1部門の不均等発展について
　レーニンが第1部門の不均等発展を、「資本主義社会の発展の一般的法則」と
して定式化したのは、ナロードニキの資本主義の発展、生産力の増進による国
内市場の縮小の主張に対して、それを批判するためのものであった。論文「い
わゆる市場問題について」　（！893）においては、具体的計算例にもとづいて、
「生産手段のための生産手段がもっとも急速に増大し、それにつづいて消費資
料のための生産手段が増大するが、消費資料の生産はもっとも緩慢に増大する
ことを見る」と帰結しているのである。そこでは、マルクスの表式に依拠して、
第1部門蓄積率の先行的決定と年々一定、第1部門の資本構成一有機的構成が、
第2部門のそれより高い（r・1〔t｝＞r2〔t））という前提が堅持され、更に、蓄積部
分における資本構成一限界資本構成（Mc〔t、／MVct｝）の高度化を通して、次期
に全体としての資本構成が高度化するものとして、技術進歩、生産力発展の契
機が表式に導入されているのである。
　ここで、限界資本構成の高度化率をθ1として、それは年々一定であり、θ1＞
1であるとすれば、
（23）古川哲「書評：井村喜代子著『恐慌・産業循環の理論』」『経済評論』1974年4月号、
　　148ページ。
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（1D
　⑪において、θ・＝1の時、rct＋II－r〔t）、θ＞1の時、　rct＋1｝＞r（・）である。即ち、生産
カー定の場合は、θ＝・1の時であり、生産力が上昇する場合は、θ＞1の時である
ということである。レーニンは、θ＞1の想定のもとに、．生産力上昇の契機を表
　　　　　　　　　　　C24）式に導入したのである。かくて、レーニンは、「（技術）変化を表式のうちにと
（24）木下悦二氏は、レーニン表式において技術進歩は価値革命を伴わないとされているこ
　とは、「非現実的」であるとされる。　「レーニンの描いた表式は、実は、技術的進歩が
　価値革命をひきおこさない、あるいは技術的進歩は追加的に蓄積される部分の価値関係
　にのみ影響し、既存部分の価値関係には全く何の影響も及ぼさないという重要な仮定を
　含んでいるのである。こうした仮定は、技術的進歩の視角からするならば、まことに非
　現実的な仮定といわねばならない。なぜなら、なるほど技術的進歩はそれをとり入れた
　部分の生産資本の有機的構成を傾向的に高度化するものとしてあらわれるが、それは一
　面であって、その生産物の生産に必要な労働時間の節約を通じて、この進歩が一つの部
　門全体をとらえるとともに、その部門の生産物価値を引き下げ、いわゆる価値革命があ
　らわれる。ここに技術的進歩の社会的労働節約の効果がある」（『資本主義と外国貿易』
　有斐閣、215～6ページ）とされ、しかし、木下氏は、再生産論は、「その理論の性格か
　らいって最初から価値革命を捨象している」のであり、それ故、「価値革命を考察の対
　象から外し、資本の有機的構成の高度化と．して技術的進歩を捉え、これを表式化するこ
　とによって生産手段生産部門の優先的発展を法則的に捉えたレーニンの分析態度」（同前
　217ページ）は、正しかったとされる。持田氏は、生産力の発展と剰余価値率一定、価値
　革命の捨象というレーニンの仮定は、　「矛盾」（〔8〕350ページ）であるとされるので
　あるが、それはレーニンが、その仮定において何を定式化しようとしたのかということ
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りいれると、消費資料にくらべて生産手段のよりいっそう急速．な増大がえられ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）ることは、すでに自明のことである」とするのである。
　ところで、レーニンは、第1部門の不均等発展の法則としての定式化に際し
て、「不変資本は可変資本よりもよりいっそう急速に増大する傾向をもつ、と
いう法則に立脚すれば、『資本論』第2巻におけるマルクスの諸研究がなくても、
この結論に達することはできよう」として、第1部門の不均等発展という命題
は、技術進歩の「法則を社会的総生産に適用してたんに言いかえたものにすぎ
　　（2en
ない」としている。即ち、θ＞1でありさえずれば、表式に依拠しなくても、第
1部門の急速な発展が帰結されるということである。しかし、レーニンのこの
指摘は、後には、レーニン自身によって否定され、マルクスの実現理論の結論
として、表式に依拠するものとして、第1部門の不均等発展が定式化されるの
である。『ロシアにおける資本主義の発展』（1898）においては、第．1部門の不
均等発展の定式化は、次のようにしておこなわれているのである。
　「われわれが関心をもつ国内市場の問題について、マルクスの実現理論から
出てくる主要な結論は、つぎのとおりである。資本主義的生産の、したがって
また国内市場の発展は消費資料の増大によるよりも、むしろ生産手段の増大に
　を全く理解されていないが故に、　「矛盾」として把握されるにすぎないものといえよう。
　長期的・平均的拡大再生産過程の考察に際しては、剰余価値率一定、価値革命の捨象は
　不可欠な前提でもあるのである。
（25）　『レーニン全集』第1巻、80ページ’。
（26）同前、83ページ。レーニンのここでの指摘について、小林賢斉氏は、次のように指摘
　されている。「かようにLeninは社会的総生産物の単なる表式的な計算：から『この命題』
　を結論づけているのではなく、逆に有機的構成の高度化から『表式』の上にも表現され
　るとしているのである。従ってたとえ蓄積率の変更のみから第1部門のより急速な増大
　を計算しうるとしても、それは『生産手段生産の優先的増大の法則』を表現するもので
　はなく、また逆に第且部門のより急速な増大を示しうるとしてもそのことによって『法
　則』が修正されたり或いは否定されたりはしない。『この法則は引留めることのできな
　い技術的進歩の別様の表現のみをあらわす』（Paschkow）のであって、総生産物に占め
　る生産手段生産の『割合の増大』もそれを表現するものでなければならない」（〔16〕15
　～6ページ）。しかし、マルクス的前提が堅持されたとしても、有機的構成の高度化、従
　って、θ＞1が、第1部門の急速な発展を帰結するにいたるかは、改めて論証を必要と
　する問題なのである。
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よって行われる。いいかえれば、生産手段の増大は消費資料の増大をしのぐの
である。実際に、われわれは、消費資料（第2部門）のなかの不変資本が、生
産手段（第1部門）のなかの可変資本十剰余価値と交換されることを見た。し
かし、資本主義的生産の一般的法則によると、不変資本は可変資本よりも急速
に増大する。したがって、消費資料のなかの不変資本は、消費資料のなかの可
変資本と剰余価値よりも、急速に増大しなければならず、また生産手段のなか
の不変資本は、、生産手段のなかの可変資本（十剰余価値）の増大をも、消費資
料のなかの不変資本の増大をもしのいで、もっとも急速に増大しなければならな
　　い」。
　ここで、V　，十MlとされているのをXtとおきかえれば、レーニンの主張は次のよ
うに整理されるであろ’う。
　（a）r〔・）〈r（・＋・〕
　（b）Mc2｛t）／C20｝〉△X2〔t）／X2〔v
　（c）Mc　iCt）／C，（t）〉△X1（t）／X、（t｝
　（d）Mc1〔t）／Cict）＞Mc2〔tゾC2㈹
　（e）　△XiCt）／X、（t）〉△X2｛t）／X2（t）
　レーニンは、（a）のrct｝〈r〔t＋1）ということは、「資本主義的生産の一般的法則」
であり、それが（b）～（d）を媒介として、（e）の第1部門の急速な発展を帰結する
としたのである。
　ここで、限界不変資本投入係数を㌔※とすれば、
　　　　　　　　　θ・r〔u※＿MαtL　　x・…，一一亜一1＋m＋θ・r。）
　θ＞1であれば、XCt）〈錨である。
　資本構成が高度化する場合の成長率を翫・）とすれば、定義から次のように整
理される。
（27）　『レーニン全集』第3巻、30ページ。
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　一＿＝X璽＋1）一XttV＿△X一働＿」i璽r血判ユ．　m
9‘〔t一@X、。　一　X、、，、一r、、，、＋m＋11＋θ・・、，、，伽t｝
ここで、（d）と（c）について確認しておこう。
誓㍗一三寮一篇、1矯L忌・一（κ議　　　　一1X　1（t］）9，・t］
　　　　　　　　　　　　　　　　　t
かくて、％1嵩＞XICt｝であるので、　Mc1〔t｝／Cl｛t）〉△Xlcv／Xl〔t）は、常に成立する。
（d）についてみてみよう。（d）は次のように書替えられる。
警〉撫し
かくて、
卑〉器・藷
　g2ct｝
然るに、（12）より即、）は次のように示される。
　＿　　3c醐　　　θ，
　9tO＝『二襲一’　　　　　　　　　’aict）　　　　　　1十〇，　コCt〔t）
それ故、（14）の左辺は、
　喜1〔t）＿x1｛u・x　5（　t）　θ1（1一斗一θ2・r2Ct［）　α1〔t）
　gntct）一＝mat］’xqu“012；1”i　i－b；一：一F；」；T（1＋iri（t｝）‘’ENitlllv
（14｝と（15）より、（14）が成立するためには次の条件が必要である。
羅紋・器＞1
（12）
（13）
（14）
（15）
（16）
　ここで、レーニンの具体的数値例によって、α　lct）〉α2〔vとすれば、〔16）は、θ一θ2
／ruu－rav＞θ1・θ，の時成立することになる。レーニンの具体例はこれをみたして
いるので、第1部門の不均等発展を帰結しえたのである。しかし、（161そのもの
が一般的に成立することは、θ、＞1であるとしても帰結しえない。即ち、θ、＞1
という条件のみからは、（14）は常に成立することを帰結出来ないのであり、（d）が
常に成立するとは限らないということである。
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　ここで、（d）がとにかく成立するものとして、（e）についてみよう。t十1期の部
門構成比h｛t＋1）は、次のようなものである。
…一重iiiiil－ll｝綴1、｛ミ」畿・1織　　　　（1の
　（ITより、喜1、、ミ喜，（vの関係に、　h（t＋1霞h（t〕が対応することがわかる。しかし、（d）
が成立するということは、両部門の成長率の関係について、（14）を与えるだけで
ある。即ち、（14）の右辺が1より大でなければ、喜1（・♪暮，【，）を帰結出来ないのであ
り、h（，＋1）＞h㈹、従って、（e）の成立することを言うことは出来ない。それ故、
（e）が成立するためには、（d）の条件の他に、次の条件が必要なのである。
　　Xl〔v・職t〕＞x￥c，）・x、〔u　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）
　かくて、ここでは、レーニンは、技術進歩の契機のみから、第1部門の不均
等発展を定式化しえていないものといえよう。それにもかかわらず、レーニン
が、r（t；〈r（t．、；の前提力・ら（b）～（d）を媒介として、（e）の第1部門の不均等発
展を定式化しているのは、そこでは、単純再生産の均衡条件C，〔、）一V、（，｝十M1〔　t）が
想定されていることによるものである。引用文の冒頭で、レーニンが、単純再
生産条件を指摘したのは、そのことと関連があるものと思われる。単純再生産
条件を想定すれば、CICt）がV、〔・）十M1〔・）より急速に増大するということから、直接、
Cl（t）の増加がCqvの増加より急速であるとすることができるのであり、しかも、
その場合、X1〔，）一C、｛t）十Cqt）であるから、　Ca・）がX、c，｝よりも急速に増大することか
ら、X、ct）の増大がX2cvの増大より急速であるとすることが出来るのである。しか
し、拡大再生産の問題を考察するに際して、単純再生産の条件を想定すること
は正しくないであろう。
　しかし、．そのことは、「拡大再生産表式に有機的構成の高度化、それが第1部
門が第2部門以上に高度化するとか、または第1部門の蓄積率一定、剰余価値
率一定という前提を導入しても、資本主義の発展がレーニンの指摘したような
　　　　　　　　　　　　　　形になることを証明出来ない」ということを意味するものでも、レーニンの「誤
（28）　〔8〕346ページ。持田氏は、第1部門の不均等発展は、V、mがV、o）よりも増加し、
　　　　　　　　　　　　　　　　一17；
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り」でもないのである。即ち、レーニンが、具体的数値例の計算に際して、第
1部門の不均等発展を帰結するように表式を作成したということではないので
ある。
　ここで、オスカー・ランゲの所論についてみておこう。オスカー・ランゲは、
蓄積係数を導入して、第1部門の不均等発展を論証しようとするのである。ラ
ンゲは、当該部門の総生産物中、生産手段に転態される目的で蓄積される部分
をαとして、拡大再生産の均衡条件を次のように書替える。
需「■（篶翫　　　　　　　（19）
　（19拭を基準にして、ランゲは、「もし両生産部門において生産手段の拡張に
向けられる蓄積部分が増大するならば、X・【v／X、㈹の比率は増大し、したがって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）第1部門の生産は、第ll部門の生産よりもより速かに増大する」と帰結するの
である。又、これに関連して、「すべてこれらの結論は、本来複雑な分析と数学
的形式を用いることなしに予見することができる。たとえば、もし第H部門で
生産手段にたいする需要の増大が生ずると、第1部門の生産が増大しなければ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）ならないということは、自明である」と指摘しているのである。
　ランゲの主張においては、α、ct＋1）〉α醐が先験的に前提されているのである。確
かにα、〔t．・）〉α、〔t）であれば、（19）から直ちにh（t＋1｝＞hc，｝を帰結することが出来る。し
かし、問題は、θ＞1であり、α、（，｝一αUt＋1，a）時、常に、α・t〔、＋1、〉αi〔tガ成立するかと
　rltt）がr2fVよりも急速に増加する、ということを考慮すれば実は再生産条件を考慮する
　ことなしに、従って表式を適用することなしに容易に証明す．ることが出来る」のであり、
　表式を適用する場合も、蓄積率100％を前提とすれば、レーニンの論理はそのまま適用
　することが出来る（〔8〕346ページ）、とされている。しかし、持田氏は、「レーニン表式
　は生産力の発展を有機的構成の変化に局限し、余剰価値率を一定とすることによって、
　素材の問題を事実上捨象してしまって価値量の循環にのみ問題を局限して、再生産論か
　ら遠くはなれてしまっている」のであり、従って、「表式からは発展について現実的な
　結論を何も引き出すことが出来ない」とされ、レーニン表式の意義は、「生産力発展＝
　有機的構成の高度化め下でも、拡大再生産が均衡的に行われることを一例をもって示し
　た」（〔8〕351ページ）ことにあるとされているのである。
（29）Oskar　Lange〔22〕42ページ。
（30）　〔22〕57ページ。
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いうことにあるのである。ランゲの定義と（10）から、α酬ま、次のように書替えら
れうる。
・t・・）一 ｹ1寄一・嫡・論（1－1，・）　　　（・O）
　ここで、α1〔・）とα、（、＋1、の大小関f系を調べてみよう。αUt｝一αlct＋IIであることより、
偽一一臨・」鍾m ｿ1鴇ll●轟課1騨’「1・t＋　1・）　｝　（21）
　然るに、（21）の右辺の分子は次のような関係にある。
　　Xl（，＋1、（1＋θ1・r、、t、）一Xl，na＋θ1・r1，t．、，）
　　　一（「警鵠鷲法掃留羊瑠’θ，）　　　　　（22）
　rl【t．、）＞r1（t）であり、θ＞1であり、しかも十分大なるr1（t｝の値に対して、（22）は負
となる。即ち、α1｛t．1）＜α1｛、1となるのである。これは、成長率の定義〈12＞にお・いて、
θ＞1、α“t｝＝＝α1｛t＋、）であれば、喜1，t＋1〈喜“uであることからも容易に首肯しうるであ
ろう。従って、ランゲの主張が成立するためには、θ＞1ばかりでなく、第1部
門蓄積率一定という前提も捨象したうえで、⑳から、次の条件も必要なのである。
　　91i’・lk！2‘1（i，i｝〉鵠）　　　　　（23）
　即ち、第1部門蓄積率の増大率が一定値以上であるということである。
　そこでは、第1部門蓄積率の変動についての特別の仮定が必要なのである。
かかる点から、例えば、中峯照悦氏は、次のように主張されることになるので
ある。
　「いうところの第1部門の優先的発展とは、拡大再生産を前提するかぎり、
その時点における均等発展蓄積率を上廻るところの蓄積率をいくらかでも持続
的に維持しつづけることが、第2部門にとっては可能でないという問題である
　　　　　　と解される」。
（31）中峯照悦〔18〕108ページ。
　　　　　　　　　　　　　　　一19一・
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　　しかし、第1部門の不均等発展が、「資本主義社会の発展の一般的法則」
とされるのは、第！部門蓄積率の変動についての特別の仮定を設定したり、第
2部門蓄積率が「均等発展蓄積率」を維持しえないということに、その根拠が
あるのではない。拡大再生産過程を主導する第1部門蓄積率が一定であると想
定されるそのことに、それが法則として定式化されえたのである。即ち、第1
部門蓄積率一定という前提が堅持されたまま、第1部門の不均等発展が論証さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）れねばならないのである。以下、この点についてみてみよう。
　まず、t期の第2部門の粗成長率G，（，）　・＝　1＋喜・｛t〕と、t－1期の第1部門の粗成長
率Gl｛t．1F1十91〔t－1）の関f系を求めてみよう。
　拡大再生産の均衡条件（1）に、（10）のMc〔vを代入して整理すれば、
　　C2ct＋D＝Vi（t）　’　A｛t）
　　　　　　　　　　　el　・　rlcv　．　alct）　．　m
　但し、A〔v＝（1十m）一　　　　　　　　　　　　1＋θ、・rl【t）
　然るに、C，〔，＋、｝＝IIZI（，＋1ドX、（t．、〕であることより、
　　　　　　Yl（V　　　　　　　　　・X，，，，・A（，，　ce4）　×2（t＋1）＝　 　 　X2（t＋1）
　かくて、
　　X2〈t＋1）　yl（v　x　2（t）　Xl（v　A（t）
　　X2｛t）　yut－1）　x2（t＋1）　Xl｛t－1）　A｛t－1）
　それ故、
　　畿一・舞≒・諾・鳶1）　　　　2・）
　然るに、alCt）＝α、〔t．1｝、θ＞1であれば、　y、〔u＜91Ct．1｝、x　2（t）＜x2（t＋1）、　ACt）〈ACt．、｝で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛33）あるので、（25）の右辺は1より小であり、G2｛t）〈Gl｛t．1｝である。
（32）イヴニッキイが、第1部門の優先的発展は、「法則」としての意義をもつものではなく、
　一つの歴史的傾向の表現であるとするのも、その論証の方法と無関係ではないと思われ
　る。　〔7〕P．175．
（33）旧稿（〔3〕277ページ）では、ここから、G1〔，．1｝くG、〔，｝であるとして、　G、‘、）〈G、Ct）を帰
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　ところで、資本構成が高度化する場合の「一時的均衡条件」と「動的均衡条
件」とは、次のようなものである。
X，（t｝ x　2（t＋　1）　・　G　2｛t｝
X2（t｝　1一　xlct＋1）．　C．　ut｝
×1（t）　x2（t）．Gl（t－1）
X2ct）　1－Xict｝’Gict－i）
（26）
（2の
（26＞と（27）より
G2ct）　1－xl（t＋1）・Gl｛v　x2｛t）
Gict－i｝　1’xict）’Gio－i）　x2ct＋i）
（28）
（25）と（28）より
yi（t）　Act）
Ylctnl｝　A｛t－1）
IN　xict＋i）　’　Gi（t）
1－xl（t）・G1｛t－1）
（29）
然るに、（29）の左辺は共に1より小であるから、その右辺も1より小である。
かくて、
臨く驚 （30）
（2のの「動的均衡条件」より
結したのであるが、（12）の成長率の定義1はG、〔t｝くG　、Ct4）であることを示しているので、
　G、（t｝＜G1〔、一1｝から直ちに、　G　2cv〈G　、O｝を導き出すことは出来ない。この点の誤りは、浅
利一郎氏〔15〕118ページ、滝田和夫氏〔13〕98ページ、によって指摘されているQ』本稿
は、その誤りを正すのが一つの目的である。
　浅利氏は、資本構成が高度化する場合、「部門構成の存在範囲」が上昇することから、
長期的・平均的には第1部門の優先的発展がつらぬかれるC〔15〕117ページ）とされる。
しかし、恥の存在範囲が拡大されることは、第1部門の急速な発展の可能性、その物質
的基盤を与えるものではあるが、第1部門の不均等発展そのものを意味するわけではな
い。滝田氏は、両部門蓄積率比を問題にされ、第1部門蓄積率が一定であり、資本構成
が高度化する場合、その比率が上昇することから第1部門の不均等発展を帰結されてい
る（〔15〕100～3ページ）。しかし、第1部門蓄積率一定の前提のもとで、両部門蓄積率比の動
態を問題にすること自体の経済学的意義がそこでは問われねばならないであろう。その
場合、第2部門蓄積率の動向が規定的となるのは、前提からして明かであるからである。
長期的拡大再生産の軌道の考察に際して、第1部門蓄積率を一定とするということは、
第2部門蓄積率の動態は捨象するということをも含意しているのである。
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　　h器一菱iilli｝・斐iil｝一望ii諜｛呂≡垂ii畿｝　　（31）
（3①を考慮して、（31）において、π21t．、ドG、〔t）≧x2cD・G1〔t．1〕であれば、（31）の右辺は1
より大であり、それ故、ht．、｝〉恥という第1部門の不均等発展を帰結すること
が出来る。
　即ち、第1部門の不均等発展が定式化されるに際しては、θ＞1、α・（・）一α1〔t＋1）
という条件と同時に、次の条件も付加されねばならないということである。
　　clllili？il－1’），，　k－ilii，xel－e（t），　（32）
　（32）は、第1部門の粗成長率の変化率が、一定値以上でなければならないとい
うことを示しているのであり、それ故、技術進歩、θ＞1ということが、直ちに、
第1部門の不均等発展に結果するものではないということである。しかし、θ＞1、
α、Ct｝＝αlct＋1之いう条件の他に、（32）の条件が必要であるとしても、生産力水準の上
昇のもとでの拡大再生産の長期的軌道が、第1部門の不均等発展として定式化
されるということ自体になんら変化があるわけではないのである。第1部門蓄
積率の運動にういて、一定であるとして想定されていることによって、第1部
門の不均等発展は、範疇的には、マルクス表式と同一のものであり、混乱と動
揺を通して、資本制的拡大再生産が達成していく長期的軌道としての理論的規
定をもちうるものであるといえよう。
皿．所説の検：討
A）大島雄一氏の所説について
　大島氏ば、蓄積過程の分析において、「資本配分比ε」と「両部門蓄積率比
％蕊の関連を枢観して、「定醤積軌道」腿準として藻1部llljの「自
（34）　「両部門蓄積率比」を分析の基準に設定するということは、両部門蓄積率を相互依存性
　の関係において把握することであり、蓄積運動における部門間の区別と相違を消失して
　しまうことに他ならないのである。この点については、拙稿〔4〕29～30ページを参照。
　又、大島氏は、第1部門蓄積率の先行的決定という方法は、「純粋に理論的な見地から
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立的」発展と不均等発展を問題にされている。
　大島氏は、第1部門の「自立的」発展の概念を、①第1部門が一貫して両部
門の平行的発展の軌道＝「定常蓄積軌道」を上廻って不均等に膨大化すること、
②それ自体のうちに平行的発展の軌道に移行しうる契機をもたないこと、それ
故、蓄積限界（α1－1）に直進する蓄積軌道のことであると規定される。それは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　経済学的には、「過剰蓄積傾向の表式三次元での表現」を意味するものである
という’ことである。大島氏は、第1部門の「自立的」発展の蓄積軌道の特性を、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹「それ自体のうちに軌道転換の要因をもたない」ことに求められるのであるが、
それは、「蓄積率比が外的にあたえられる」ということ、「先決・一定」である
という想定によってもたらされるものであるとされるのである。
　それ故、第1部門の「自立的」発展がそれ自体のうちに軌道転換の契機を内
蔵しえず、従って、過剰蓄積傾向を表現するものとして規定されうるためには、
　「蓄積率比の先決・一定」の想定自体が、過剰蓄積傾向の問題といかなる連関
にあるかが明らかにされなければならないであろう。その前提条件の理論的意義
との関連において、第1部門の「自立的」発展の表現する内実が規定されうる
のである。然るに、大島氏は、単に、過剰蓄積「傾向は：、資本蓄積過程の内在
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の的矛盾を展開し、それを恐慌として爆発させる基本的動力をなしている」が故
に、第1部門の「自立的」発展の過程においては、蓄積軌道転換の契機が存し
ないとされるにすぎないのである。即ち、大島氏が第1部門の「自立的」発展
を表式論次元における過剰蓄積傾向の表現として規定されるとしても、それは
全く根拠のない、無内容なものでしかないのである。第1部門蓄積率の累積的
増大運動が、「生産と消費の矛盾」の実現形態であるが故に、それによって惹
　いえば、蓄積過程への意識的規制の存在を前提にし、また任意の均衡蓄積軌道を『均衡
　発展径路」＝定常蓄積軌道に導く効果をもっている」（〔2〕165ページ）とされている。
　しかし、「蓄積過程への意識的規制」が存在する場合には、第2部門蓄積率の先行的決定
　という方法が採られねばならないのである。（〔3〕第6章参照）
（35）大島雄一〔2〕108ページ。
（36）　〔2〕159ページ。
（37）　〔2〕158ページ。
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起される第1部門の「自立的」発展は、資本制生産に特有な矛盾の運動形態を
意味し、過剰生産の必然性を根拠づけるものとして規定されるのであるが、か
かる点の理解が、大島氏においては、全く、欠落しているのである。
　ここで、両部門蓄積率比αが、資本構成格差＝定配分係数R（＝1＋「ゾ1＋。，）に
等しいものとすれば、htt〕＝h（t＋1）、ε〔u＝　E｛t＋1）が達成される。即ち、α＝Rとい
うことは、両部門成長率が等しい9n）＝：g2（t〕ということに他ならないのである。
大島氏は、このα・Rの時の蓄積軌道を、「均衡蓄積軌道」であると同時に、
「発展の限界のない安定的軌道」＝「定常蓄積軌道」であるとされるのである。
大島氏は、この「均衡蓄積軌道の安定性」、従って、「無限界的発展」は、　「資
　　　　　　　　　　　　　　本配分比の不変性に依存する」とされる。即ち、　「均衡蓄積軌道」とは、　「資
本配分比一定の蓄積軌道」であるということである。しかし、　「資本配分比の
不変性」ということは、α＝Rによって規定されるのであり、両部門成長率の
均等性の結果に他ならないのである。即ち、　「均衡蓄積軌道の安定性」も、結
局は、αとRの関係によって、というよりも、両部門成長率の関係によって・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　それ故、第1部門蓄積率の時系列的変動状況によって規定されているのである。
　かくて、大島氏は、a＞Rの時は、第1部門蓄積率は、常に、「定常蓄積率」
より大であり、そこでは、「蓄積の進行とともに資本配分比したがって部門構
成が一貫して上昇し、それにともなって定常蓄積率も上昇するが、それを上回
って部門1蓄積率が上昇し、蓄積比先決のゆえに、この軌道は一路直進して蓄
　　　　　　　㈹積限界にいたる」とされるのである。大島氏は、α＞Rなる関係が蓄積の進行
過程においても絶えず堅持されるものとして想定され、そこに第1部門の「自
（38）　〔2〕128ページ。
（39）大島氏は、「部門構成の変化はもっぱら資本配分比の変化によって決定される」、
　「部門構成一定は資本配分比一定の帰結にすぎない」（〔2〕146ページ）とされている。
　しかし、t期の部門構成は、蓄積率の変動を媒介として、　t＋・期の資本配分比を規定してい
　くのである。即ち、部門構成と資本構成比とは、蓄積率が一定である時に一定であるの
　である。大島氏がt期の資本配分比がt期の部門構成を規定するとされるのであれば、そ
　れは単に、（C十V）から（C十V十M）へと転化したということであり、剰余価値率の変
　動を問題にしなければ、動態論の問題としては無内容である。
（40）　〔2〕125ページ。
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立的」発展の蓄積軌道の惹起される根拠が存するとされるのである。然るに、
a＞Rということは、g、＞g2ということである。それ故、大島氏は、単に、第
1部門成長率が第2部門成長率より大である時、第1部門の「自立的」発展が
惹起されるとされているのである。それ故、問題は9U・1＞g・（t｝なる関係が堅持さ
れる根拠はなにかということに関るのである。
　ところで、両部門蓄積率比aが先決・一定であると手れば、αICt｝一α・α、｛t）、
α1〔，＋1［＝α・α，〔，＋1｝である。これを部門構成比h【t｝、h（，＋1｝に代入してその差をとれば
次のようになる。
　　　・繭一1一語鵠1・識iの、鶉警誌）
　　　　　　　　　　X2（p2　（1　一　xl）　＋Xl．　P1’a｝　（aqt＋1）一a2（t｝）
　　　　　　　＝｛1－x、（1＋P、・α・α，、，＋、，1　（1一・，（1＋P・・…、（・、〉｝
　ここで、1一κ1＞0であるから、h〔，＋1｝とh（セ）との関係は、α、【，＋1）とα，（t｝との関係
に対応することになる。即ち、a、2｛t＋彪α2〔t戸h〔t。、蓬恥ということである。しか
もαは定数として前提されて．いるので、α2（t＋1）とα・2CVとの関係は、α1〔t．、）とα1CUと
の関係にも照応することになるのである。換言すれば、α“t．1）＞aqt）、且つα2〔t．、）
＞aat｝であれば、　h，＋、1＞h【t）なる関係が惹起され、第1部門の「自立的」発展を帰
結することが出来るということである。それ故、大島氏の想定されるようなα
の先決・一定の場合においても、all，＋1）〉α11、）、α、1，＋1）〉α閣を想定しなければ、第
1部門の「自立的」発展を導出することは出来ないのである。「両部門蓄積率比
αの先決・一定、α＞Rの蓄積軌道が、「定常蓄積軌道」への移行の契機を内
包しないということも、その内実は両部門蓄積率α駒、α，〔vが共に累年にわたっ
て上昇し続けるということに他ならないのである。然るに、かかる想定のもと
では、第1部門の「自立的」発展の論証に際しては、両部門の平行的発展を意
味する「定常蓄積軌道」は、なんら積極的な役割を果しえるものではないので
ある。むしろ、それは無用の長物でしかないであろう。そこでは富塚氏と同様
の方法論上の誤り、「定常蓄積軌道」を過剰蓄積傾向の析出把握の「基準」と
して位置づけるということが踏襲されているものといえよう。
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　大島氏は、マルクス的想定に依拠する第1部門蓄積率の「先決・上昇」によ
る第1部門の「自立的」発展の論証について、次のように批判されている。
　部門1蓄積率の先決・上昇という想定において、その上昇が停止すれば、従
って、累年にわたって第1部門蓄積率が一定に維持されるならば、そこでは第
1部門の「自立的」発展力・ら「定常蓄積軌道」が生じることになるのであり、
その意味では、第1部門蓄積率の先決・上昇の蓄積軌道は、「（潜在的な）定常
　　　　　　　　　　　ゆ蓄積軌道聞移行の軌道」に他ならないのであり、かかる点において蓄積率比先
決・一定の蓄積軌道とは理論的に区別されねばならないとされる。かくて、大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島氏は、・「部門1蓄積率先決を蓄積率決定の絶対的法則」のように解すると、
部門1蓄積率先決・上昇が第1部門の「自立的」発展と誤認されることになる
と帰結されるのである。
　しかし、大島氏の主張される蓄積率比先決・一定の想定においても、α1〔，．1）
〉α、1，〕、且つ、α、（，＋．1）〉α，｛，｝という条件が付加されないかぎり、第1部門の「自立的」
発展は、これを帰結しえないのであり、それ故、大島氏の所説とマルクス的想
定の相違は、第1部門蓄積率の累年にわたる上昇に対して、第2部門蓄積率の
上昇を想定するか否かということに還元されるのである。然るに、拡大再生産
過程を主導する基本的契機が、第1部門蓄積率の動態であり、第2部門の変動
は、前期の第1部門の運動状況に規定されるという再生産表式の構造的特徴を
考慮するならば、第1部門の「自立的」発展の論証に際して、第2部門蓄積率
の動向は、これを捨象することが必要であるものといえよう。そこでは「両部
門蓄積率比」を分析の基軸とすること自体が問題なのである。
　大島氏は、第1部門の蓄積率の上昇運動の停止が、直ちに、第1部門の「自
立的」発展から「定常蓄積軌道」への移行をもたらすとされている6そのこと
自体は誤りではないとしても、そこでの問題は、第1部門蓄積率の上昇運動の
停止が何故惹起されるのかということであり、そのことの解明がなくしては、
（41）　〔2〕133ページ。
（42）　〔2〕143ページ。
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第1部門蓄積率の先決・上昇による蓄積軌道が、「定常蓄積軌道間移行の軌道」
として規定されても、それは経済学的には無内容であろう。然るに、第1部門
蓄積率の上昇運動の停止とは、第1節からも明かなように、余剰生産手段の増
大率の増大が停止するということに他ならないのであり、それ故、好況過程を
支える物質的基盤の増大運動が停止するということを意味しているのである。
それは、第1部門の「自立的」発展の「定常蓄積軌道」への移行を意味するも
のであるとはいえ、蓄積軌道の円滑なる転換を内包するものではないことがこ
こでは重要なのである。
　次いで、大島氏は、生産力発展＝資本構成高度化の場合について問題にされ
る。大島氏は、資本構成の高度化は、①「所与の定常蓄積軌道のもとでの定常．
蓄積率・部門構成・成長率を低下せしめる」、②「定常蓄積率一定常蓄積軌道
の存在限界（資本配分比の上・下限）を上昇せしめる」とされ、「ここから高
い蓄積率・成長率を維持するためには、構成高度化にともなって、より高い資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れヨ　本配分比したがって部門構成に移行する必要があることがあきらかとな」る、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とされるのである。大島氏は、構成高度化のもとでは、「資本配分比の選択」
が問題であるとされることから、そこでの「均衡発展径路」r「蓄積過程の安
定的発展」は、「より高い資本配分比・部門構成への移行をともなわねばなら
　　にら　ない」こととして把握されねばならないとされるのである。
　かくて、大島氏は、構成高度化のもとでの第1部門の優先的発展＝不均等発
展を、蓄積過程の安定的発展のための「客観的要請」として把握されるのであ
る。資本構成の高度化にもかかわらず、資本配分比が旧水準のままで留まるな
らば、単純再生産に帰着することになり、その反対命題として、第1部門の優
先的発展一義均等発展が不可欠であるということであり、「資本主義的蓄積
過程では、第1部門の自立心発展一資本の過剰蓄積傾向が、盲目的暴走的に
?????
???
?????「????〕〕〕???〔〔〔?「???
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　　　　　　　　　　　この客観的要請を実現」していくものとして理解されるのである。それ故、大
島氏は、「t期の定常蓄積率は、構成高度化後の（t十1）期の定常蓄積率でも均衡
蓄積率でもありえない」とされて、「構成高度化のもとでは、蓄積率一定が均
　　　　　　　　　　　　　㈲衡発展径路の基準となりえない」とされるのである。
　大島氏は、資本構成高度化のもとでの均衡的発展を表現する第1部門の不均
等発展は、蓄積過程の「安定的発展のための客観的要請」として把握され、資
本構成高度化一生産力水準の上昇にともなって長期的に必然的に惹起される
蓄積軌道としては把握されていないのである。それ故、大島氏は、一方では、
第1部門の不均等発展は、第1部門の「自立的」発展の運動を通して実現され
ていくというそれ自体としては正しい規定をおこなわれながら、他方では、蓄
積率一定は、均衡発展の基準とはなりえないとされるのである。
　しかし、第1部門蓄積率について、一定として想定するのか、その変動を問
題にするのかということは、蓄積過程の考察対象に関連しているのであり、第
1部門の「自立的」発展の動態を通して実現されていく第1部門の不均等発展
を問題にするに際しては、第1部門蓄積率は一定として想定されねばならない
のである。蓄積軌道のタイプの考察も、かかる想定のもとにおいてのみ有意義
でありうるものといえよう。
　かくて、大島氏は、資本構成高度化の蓄積においては、「各資本配分比のも
とでの定常蓄積率そのものが低下する」とされることから、「構成高度化の蓄
積での、部門1蓄積率の先決・一定は、構成不変の蓄積のばあいの、部門1蓄
　　　　　　　　　　　　　積率の先決・上昇に相当する」とされるのである。それ故、大島氏は、レーニ
ン表式に示される第1部門の不均等発展も、過剰蓄積傾向を表現するとされた
第1部門の「自立的」発展と概念的には同一のものであり、レーニン表式作成の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本来の意図は、「自立的発展の蓄積軌道とその帰結の表現にあった」とされる
（46）　〔2〕152ページ。
（47）　〔2〕145ページ。
（48）　〔2〕154ペーージ。
（49）　〔2〕155ページ。
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のである。大島氏によれば、レーニンが第1部門の急速な発展を帰結すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が出来たのも、「表式作成上の特定の仮定にかかわる」ものであり、それ故、
「レーニン表式に表現される優先的発展は、構成高度化の蓄積過程の絶対的法
　　　　　　　　　　〔5））則といったものではない」として、第1部門の不均等発展の「資本主義社会の
一般的法則」としての定式化を否定されるのである。
　大島氏は、レーニン表式の蓄積軌道の特性について、既に指摘した第1部門
の「自立的」発展の軌道としての性格、即ち、「構成高度化のもとでの過剰蓄
　　　　　　　　　　　　　　　積傾向とその帰結の理論的表現」ということの他に、それが「より高い資本配
　　　　　　　　　　分比への連続的移行」を内容とするとされることから、「この軌道は、より高い
資本配分比の意識的選択の経済的過程を理論的に表現するもの」となり、「社会
主義的蓄積過程での第1部門の優先的発展の問題はこの軌道を基準として把握
　　　　　されうる」とされている。
　ところで、レーニン表式の考察に際して留意されねばならないのは、そこで
前提されている第1部門蓄積率の先行的決定・一定と技術進歩の意義について
である。第1部門蓄積率が一定として想定されるということは、その分析対象
は長期的・平均的な資本の蓄積過程であるということである。それ故、そこで
の技術進歩も長期的・趨勢的概念として把握されねばならないのである。レー
ニンは、資本主義的生産における技術の改変過程は、資本の運動の「混乱と動
揺」、「繁栄と恐慌」の過程を通してのみ遂行されるところにその資本主義的特殊性
を認めているのであるが、ここでは、その技術進歩は長期的に達成されていくものと
して想定されているのである。かかる前提の故に、レーニン表式は、「資本主
義社会の発展の一般的法則」として定式化されたのである。それ故、大島氏の
ように、レーニン表式を「過剰蓄積傾向」を表現するものとして把握すること
（50）　〔2〕155ページ。
（51）　〔2〕154ページ。
（52）　〔2〕155ページ。
（53）　〔2〕154ページ。
（54）　〔2〕154ページ。
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は、資本主義における生産力の増大は不可能であり、資本主義の進歩的な歴史
的役割を認めようとしない所論に組みするものといえよう。レーニンが、第1
部門の不均等発展の定式化において問題にしたのは、生産力の発展が「過剰生
産物の系統的生産」を意味しないということ、従って、資本主義における生産
力の急速な発展の可能性に他ならなかったのである。
　次いでの問題は、大島氏が、レーニン表式の基本的性格として、それが「社会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主義の均衡蓄積過程のうえに現実に表現をえ」るとされていることである。大
島氏は、その根拠は、「より高い資本配分比の意識的選択」ということにある
とされるのである。しかし、社会主義経済における蓄積軌道は、資本主義経済
のそれとは全く異なる蓄積様式に立脚するものであり、蓄積軌道の諸タイプの
一つとして把握される性格のものではないのである。大島氏の主張されるよう
に、第1部門の不均等発展一優先的発展が、「より高い資本配分比の意識的
選択」という「客観的要請」によるものであるとしても、それが直ちに、社会
主義経済の蓄積軌道を表現するものということは出来ないのである。
　大島氏は、「両部門蓄積率比」先決の想定は、「資本制的競争の現実により照
　　〔S励
応的」であるとされて、資本制的蓄積過程の分析の枢軸に、両部門蓄積率比と
資本配分比を設定されたのである。両部門蓄積率比がかかる理論的性格をもつ
ものとすれば、社会主義経済の蓄積軌道の問題を論じるに際しては、そこでは
蓄積率についての別個の想定、社会主義経済の基本的三生を表現しうる想定が
必要なのである。大島氏は、資本主義的前提のもとで、社会主義経済の蓄積軌
道について論じるという誤りを犯されているのである。社会主義経済の基本的
法則が、「国民の物質的文化的要求の最大限の充足」ということにあるとすれ
ば、その表式的表現は、第2部門蓄積率の先行的決定に求められうるものとい
えよう。かかる前提のもとでのみ、社会主義経済の蓄積軌道を考察することが
出来るものといえよう。
（55）　〔2〕165ページ。
（56）　〔2〕121ページ。
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B）吉原泰助氏の所説について
　吉原氏は、「拡大テンポ」一均等発展成長率（g、〔t）＝g、㈹）なる概念を基準にし
て、生産力水準が一定の場合、年々拡大テンポが上昇する拡大再生産軌道を、
第1部門の優先的発展と第1部門の「自立的」発展として、生産力水準が上昇
する場合、第1部門の不均等発展として考察される。
　ここで、「拡大テンポ」をγtlとすれば、吉原氏の規定に従ってγt）は次のように
なる。
　　　　MCUt）十Mc2Ct）Xltt）一Xlct－1｝
　　Y，）　＝：C1，v＋C・、・、＝X・，・，　（但、生産力緯一定、す、）
　かくて、γt）とγft＋1｝との関係．はXl（・1／X、〔t一、）ミX1，t＋1）／Xl｛t｝の関係に、従って、
91でし．1薦g㈹、α　1（t＋1）　i　al（tiの関係に対応することになる。吉原氏は、ここから、施く
γt＋1）の拡大再生産軌道は、「第II部門に比し第1部門が急速に発展するような
　　　　　　　　　　　　　　　　第1部門主導・優位の軌道である」とされるのである。
　ところで、t期とt十1期との部門構成比h（，｝とh｛，。、｝の関係は、次のようなもの
である。
　　h・＋i）一妻illiiillit，ii，1一畿、・hv
　ここで、91ct）＝g・（t」であれば、　hc、」＝h（t＋1である。即ち、両部門の成長率が均等
であれば、部門構成には変化がない、ということである。然るに、拡大再生産
の「動的均衡条件」とは、（3）から、次のようなものであった。
　　　　X2（1十91Ct－1））
　　h〔t）＝
　　　　1－xl（1十91｛t＋1〕）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　（3）において、hu霞hc，＋1〕の関係は、g1（，一i｝　■　glc、の関係に対応している。それ故、「拡
大テンポ」の前提条件たる91〔・｝＝g・｛t｝ということは、部門構成が一定であるhc，）　＝
hCt＋、｝ということであり、g1（t．・）・・　g“t）であることをも意味しているのである。
（57）吉原泰助〔19〕315ページ。
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91（F92（t｝を前提として、「拡大テンポ」を析出するということは、既に第1部門
成長率にして変化がないということを含意しているのである。そのことは、
怖の概念そのものが、施＝撫1の条件を含意しているということであり、それ
故、施を基準にして、その増大から「第工部門主導・優位」の蓄積軌道を帰結
することは出来ないのである。
　吉原氏は、「拡大再生産の物質的基礎・前提をなす余剰生産手段の加速度的累
増が過程そのものによって保証されねば、加速度的蓄積一拡大再生産は、その
　　　　　　　　実存条件を失う」となされている。そのこと自体は、全く正当なのであるが、
しかし、それは「拡大テンポ」の増大、γt＜γt、、なる関係の必然性を意味する
ものではない。吉原氏の指摘されることは、　余剰生産手段の増加率の増大、
△C〔v／X1（tK△q，＋1）／X、（t．、｝として定式化されるべきものであり、そこから、既に
述べたように、第1部門蓄積率の累積的増大αytel）＜α、f，｝を帰結することが出来る
のである。
　次いで、吉原氏は、「第1部門の優先的発展」とは、「第工部門の第ll部門に
比しての急速な発展」が、「拡大テンポの上昇をもたらし、ひいては、一定のタイ
ム・ラグをともないながら、第ff部門の蓄積率・成長率をも引きずり上げてい
くような拡大再生産軌道」のことであり、この第1部門の発展が、第2部門の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発展を窮極的には惹起していく関係を「均等化法則」とされる。これに対して、
第1部門の「自立的」発展とは、「第1［部門を犠牲にして、第1部門に偏った
軌跡を描く拡大再生産軌道」のことであり、従って、第1部門蓄積率の累増が、
第2部門成長率の引き上げを伴わない拡大再生産軌道であり、機構的には、「第
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1部門の優先的発展の特殊資本主義的な転倒形態」であるとされる。そこでは、
F拡大テンポ＝均等発展成長率の上昇は第1部門の自己旋回としてなされ、
文字通り『生産のための生産』『蓄積のための蓄積』という資本の転倒的蓄積
（58）　〔19〕320ページ。
（59）　〔19〕307ページ。
（60）　〔19〕294ページ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　ら　　衝動があらわな姿で貫串している」とされ、そのような発展は、産業「循環の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ枠内の、内容的には好況から繁栄局面にかけての軌道」であるとされる。
　かくて、ここでの問題は、第1部門の優先的発展と「自立的」発展との区別
と関連に労るものといえよう。その点について、吉原氏は、「優先的発展にお
ける均等化法則の作用が自立発展にあっては端的に発現することなく、多かれ．
少なかれ、一定期間にわたって阻害され、産業循環の過程で暴力的に自己を貫徹
　　する」とされている。ここで、「均等化法則」の作用が自己を貫徹するということは，
換言すれば、第1部門の急速な発展の結果として、第2部門の成長と発展が惹
起されるということであり、しかも、一産業循環を通して達成されていくとい
うことであり、そのことによって、資本制的拡大再生産過程も社会的物質代謝
の過程たりうるということである。それ故、第1部門の優先的発展と「自立的」
発展との相違は、形式的には、第1部門蓄積率の累積的増大運動、a、（，）〉α1（t．1）
が、第2部門の成長と発展を伴うか否かということ、即ち、92〔・｝＝g、（t＋・〕である
のか、92｛t＜92（t＋、｝であるのかということに還元されてしまうのであるが、吉原
氏は、それを一産業循環を旧して、長期的に達成されていく蓄積軌道と、産業
「循環の枠内の、内容的には、好況から繁栄局面にかけての軌道」とにおいて
把握されているものといえよう。
　しかし、両者の相違が拡大再生産軌道の長期的・平均的な考察と短期的・循
環的考察という二様の考察方法の相違に対応するものであるとすれば、それは、
拡大再生産の「動的均衡条件」にお』いて明らかなように、拡大再生産過程を主
導する第1部門蓄積率についての想定も、二様におこなわれねばならないこと
を意味しているものといえよう。即ち、第1部門の優先的発展として論じられ
る蓄積軌道においては、第1部門蓄積率が一定、α、（t｝・＝　a、（t一、）であり、第1部門
の「自立的」発展おいては、第1部門蓄積率の累積的増大、α1〔t｝＜α、ct＋1）であると
（61）　〔19〕294ページ。
（62）　〔19〕290ページ。
（63）　〔19〕291ページ。
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いうことである。
　然るに、この場合、前者においては、第1部門の優先的発展ではなく、両部
門の均等的発展が惹起されるのである。それ故、第1部門の優先的発展の蓄積
軌道を、生産力水準における長期的な拡大再生産軌道に対応するもの’として想
定されるかぎり、それは、マルクス表式の特徴である両部門の均等的発展の軌
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し道として理解されねばならないものといえよう。このα1｛t）　・・α1（t＋1）という第1部
　　　　　　　　　　　　　　　　　「門蓄積率一定という前提にお・いても、吉原氏が、「第1部門の優先的発展の論
理」とされた　「累加的余剰生産手段確保の論理」は、貫徹しうるのである。
　αq・j＝α1｛・一・）において、t期とt十1期の余剰生産手段の変動は、次のようになる。
　　　△C〔t＋1［＿Mc，（t＋1）十Mc2（t＋、）　＿　X1｛t＋1）一X1｛t）
　　　△C㈹　　　　MCiCt）一トMc2（t）　　　X1〔v－X1｛t－1〕
xlct）　（21tt：i（：x－t）1｝　一1）　．　xl（t）．glcv
Xict－i）　（rl：ti？rl；一Cl）一i）　一　i）　Xi｛t－i）’grt－i）
　然るに、α・〔v＝＝α1（t．・）であるから、　91〔tF　9・〔t一・1であり、しかも、　Xl【v　＝＝（1
十g1｛，．1））X・〔・．・）であるので明らかに上式の右辺は1より大である。即ち、
△C（t．1）〉△C（t）である。それ故、吉原氏が、「累加的余剰生産手段確保の論理」とさ
れることも、混乱と動揺の過程を経過しながらも、資本制生産は、長期的には
拡大再生産を遂行しうるということの別様の表現に他ならないものといえよう。
かくて、吉原氏は、資本制生産における第1部門蓄積率の先行的決定、従って、
その主導性を発展テンポの問題とされてしまい、優先的発展とされてしまった
ものといえよう。
　吉原氏は、次のように指摘されている。
　「しかも、資本主義的拡大再生産にあっては、第1部門の優先的発展はすぐ
れて第1部門の、とりわけ、何にもましてeg　1部門用生産手段生産部門の自立
的発展としてあわられるのである。ただし、資本の無制限的な価値増殖志向に
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根ざす生産規模の無制限的拡大志向は、その物質的基礎・前提たる余剰生産手
段の急速な増大を要求し、かかる第：L部門の優先的発展の論理は、資本主義的
　　ひ生産にあっては、とどのつまり第1部門の、とりわけ、第1部門用生産手段生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t64）産部門の自立的発展を必然的に誘発することになるからである」。
　ここで、第1部門の優先的発展は、「自立的」発展としてあらわれ、その論理
は、「自立的」発展を誘発するとされているのであるが、両者の区別が、一単に、
第2部門の成長を伴うか否かということ、従って、第1部門の成長の速度に依
拠するものとすれば、ここでの指摘は、極めて不明瞭たらざるをえないであろ
う。
　しかし、優先的発展の論理が、al〔t）＝α1〔t－1｝において、△C〔t＋、）〉△C〔t｝が達成されて
いくということであり、しかも、そこでは、その前提より△Cc，＋1）／X1〔，＋1｝，＝△C（v
／X，Ct）という余剰生産手段の増加率が同一であるけれども、余剰生産手段の総
対的大いさが惹起されていくのであるが、かかるものとして把握されるならば
「自立的」発展とは、△C〔t＋、）／X、Ct．、｝〉△q，）／X，｛t｝なる関係が惹起される時であり、
α1（・）〉αIC、一1，の時であると帰結することが出来るものといえよう。好況過程にお
いては、△CCt＋1）／X・（t＋1｝＞C△〔v／X、〔t）であり、α1｛v＞α、（t一、）であるとしても一産業循
環を通して長期的には、△C〔，＋1｝／Xl｛t．、）一△C（t〕／X、〔t）・αlc・｝　一　a　1｛，一　1）なる関係が確立し
ていくのであり、△qt＋1）〉△qt）が達成されるものといえよう。換言すれば、第1部
門蓄積率の時系列的変動状況を通して、一産業循環において窮極的には、第2
部門も引き上げられ、両部門の一定の照応関係が結果としては達成されていく
ものとして、その運動機構は理解されねばならないということである。
　ところで、吉原氏は、かの二様の不均等発展の「差はあげて質的なものに存す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る」のであり、「量的に他から自己を区別するものはあくまで相対的」であると
されている。そこで吉原氏が主張されようとしたことは、第1部門の優先的発
展の成長径路　　第1部門の急速な発展→拡大テンポ＝均等発展成長率の上昇
（64）　〔19〕291ページ。
（65）　〔19〕294ページ。
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→第且部門の成長率の引きずり上げ一が、そのようなものとしてあらわれる
のは、「社会の全成員の物質的・文化的欲求の最大限充足を目的とし再生産過程
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロの合目的的＝計画的編制が行なわれる社会主義的拡大再生産においてである」
ということと、第1部門の「自立的」発展は、「あらゆる点で資本主義的拡大
　　　　　　　　　　　　　　　（6の再生産に特有な部門間成長率開差」であるということであると思われる。
　ここで、吉原氏が、第1部門蓄積率の先行的決定と累積的上昇というそれ自
体資本制生産の基本的特性を意味する前提条件のもとで帰結される第1部門の
優先的発展を、社会主義的拡大再生産の軌道とされることは、全くの誤りであ
るが、それは別としても、第1部門の優先的発展が「自立的」発展と「質的」
に区別されるのは、長期的に達成されていく拡大再生産軌道であるということ
であり、そのことの故に、そのかぎりにおいて、再生産過程の計画的編成に
おける蓄積軌道と類似性を持ちうるものといえよう。即ち、吉原氏が、かの二
様の発展の区別を「質的差」に求めようとされるかぎり、そこでの拡大再生産
軌道は、蓄積過程の二様の分析視角に対応するものとして把握されねばならな
いということである。しかし、その際、長期的・平均的な拡大再生産軌道は、
マルクス表式に示される両部門の均等発展の軌道であり、第1部門の優先的発
展として定式化されるものではないのである。
　次いで、吉原氏は、生産力展開のもとでの第1部門の不均等発展について問
題にされる。吉原氏は、生産力展開にもかかわらず均等発展軌道をとった場合
には、余剰生産手段の増加が低い水準に抑えられるために、「拡大テンポ」の
低落が生じ、生産力水準一定のもとで、第2部門が第1部門よりも急速に発展
したと想定した場合と軌を一にするとされ、「拡大テンポ」を一定に保つために
は、「第1部門優位の部門間成長率開差にもとつく余剰生産手段の増加率の一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヲ層の拡大」が必要であるとされ、この「拡大テンポ」を年々一定に保つために、
第1部門の第2部門に比しての急速な発展が不可避であることを、第1部門の
（66）　〔19〕297ページ。
（67）　〔19〕304ページ。
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不均等発展として規定されるのである。生産力展開がある場合には、第2部門
に比しての第1部門の急速な発展によってのみ、余剰生産手段の増加率の拡大
が果されるということである。
　かくて、吉原氏は、「拡大テンポ」を基準にして、生産力展開のもとにおけ
る第1部門の不均等発展の軌道は、「生産力水準一定のもとでの均等発展軌道
　　　　　〔6S｝に照応する」とされる。即ち、吉原氏は、マルクス表式とレーニン表式との範
疇的同一性を主張されているのである。マルクス表式が、生産力水準一定のも
とにおける長期的拡大再生産軌道であることは、既に述べたが、吉原氏は、レ
ーニン表式も、生産力展開のもとでのかかる蓄積軌道として把握されているの
である。吉原氏は、第1部門の不均等発展の軌道は、「産業循環の弛緩と緊張の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なかで動揺しながらも、循環を超える展開」であるとされているのであるが、
そのことは、まさしく長期的拡大再生産軌道として、第1部門の不均等発展が
規定されることに他ならないのである。レーニン表式が長期的拡大再生産軌道
であるが故に、「資本主義社会の発展の一般的法則」として規定されたのである
が、吉原氏も、第1部門の不均等発展をかかるものとして把握されているとい
うことである。
　しかし、吉原氏が、第1部門の不均等発展を、「累加的余剰生産手段確保ゴ
の必要性から、「拡大テンポ」を一定に保つ必要性から論証されているのであり、
そのかぎりで、その第1部門の不均等発展は法則としての性格を持ちえないも
のといえよう。生産力展開のもとにおける第1部門の急速な発展が不均等発展
という「一般的法則」として規定されるためには、レーニンのように、マルク
ス的前提のもとに、技術進歩の契機を導入するという方法が必要であろう。
そこにおいて初めて、マルクス表式とレーニン表式との範疇的同一性を主張し
うるものといえよう。
（68）　〔19〕299ページ。
（69）　〔19〕289ページ。
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　ところで、吉原氏は、第1部門の不均等発展を、「拡大テンポ」が年々一定に
保たれねばならない必要性から論じられるのであるが、それは次のようにして
である。
　　△C｛t）・＝Mc1〔t）十Mc2〔t）
　　　　＝：Cl（t）・9・，，，，・籍＋G。、・ま。、・i撫
　　　　　　　　　　　1（t｝　　　　　　　　　　　　　　　　2（t）
　ここで、91｛t｝＝蓉2〔t）＝＝　7t〔t之おけば、
　　　　　　　△C（t｝
γ働＝E　丁半・　壽
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　更に、吉原氏は、γ（t）〉γ（t＋1｝ということを示すために、「最も単純化」して、
　　通し＿畷・・＿x￥1…）＿謬・t＋11＿ε　　　　　　　’，
’X1、，）　X，、，、　X1，、．、，　X、、，．、、
　と仮定されるのである。然るに、この二つの条件が成立する場合には、ξ醐
は、次のごとぐであるから、
　　＿　　　Xi〔t）　　　　　　θ‘
　　9醐マ，1●1＋…rl・・●α’‘t［
　両部門蓄積率比が次の関係にあることが必要である。
　　α1〔t｝　　！十θ1。r1（tl　　θ2
　・　α2【t｝　　1十θ2・r2cu　　θi
　しかし、ここから、両部門の蓄積の動態についてなんらかの結論を帰結する
ことは出来ない。と吟うよりも、吉原氏においては、喜1｛t斤9，〔t）が前提されてい
るので、それは、同時に、部門構成比が一定h（t＋，｝・＝h〔、1であることを、従って、
均等発展軌道を意味していたのである。「拡大テンポ」を基準にするというその
こと自体が、均等発展を問題にするということであり、そこから第1部門の不
均等発展を導出することは、論理的に矛盾するものといえよう。
（70）　〔19〕304ページ。
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C）宇高外郎・南克巳両氏の所説について
　両氏は、第1部門の　「自立的」発展と不均等発展を特別に定式化されてい
るわけではないが、第1部門の不均等発展と恐慌との関連について問題にされ
ているので、それとの関りで、ここでは検討し：てみよう。
　両氏は、資本制生産に固有な「内在的矛盾」は、資本主義の「基本的矛盾」
の展開であり、「生産諸部門聞の矛盾」と「生産と消費の矛盾」であるとされ、
その「内在的矛盾」は、拡大再生産の「物質的基礎」であるC，｛，1＜V1〔t）十M、〔vな
る関係を「運動軸」とし、C1｛，｝十MCl、t，の自立的運動に象徴される総再生産過程の
構造的弾力性（生産と消費の間接的・窮極的連繋）を「運動基盤」として、生産
力の累進的発展、資本構成の累進的高度化によって惹起される第1部門の不均
等発展を「運動法則」とするものであるとされる。それ故、両氏は、第1部門
の不均等発展、部門1の部門Hにたいする不均等発展は、総再生産過程の「内
在的矛盾」一恐慌の「根拠」を、「一般的な・抽象的な形態」において解明す
るものであるとされる。即ち、「恐慌の『根拠』は、資本の総再生産過程にあ
らわれる恐慌の諸『形態』　；　『可能性』を基礎づける恐慌そのものの基本
的な『内容』＝　『本質』をなすものとして、『不均等発展』にしめされる生産
と消費との矛盾のうちに、その純粋な，・一般的な解明があたえられる」という
ことである。しかし、表式分析は、「個別資本一社会的総資本の平均見本と
いう想定のもとに把握された総資本の抽象的な平均運動の総括」としての方法
的限定のもとにあるので、そこでの恐慌の「根拠」も、「現実的恐慌との直接
　　　　　　　　　　　し的な関連規定をふくんだものとしてはしめされないのであり、「そのような十全な
規定をそなえた恐慌の『根拠』としての『内在的矛盾』の解明は、ただ諸資本相互
の現実的諸関係〔一競争〕を媒介としてはじめて成立する社会的総資本のより
具体的な平均運動」の考察において、従って、「平均利潤の運：動」においては
　　　　　　　　　　　　　　　　　　アカじめてあたえられるとされるのである。
（71）宇高基輔・南克巳〔7〕18～20ページ。ここで、両氏が、表式分析と利潤分析との関
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　以下、順次、詳細にみてみよう。まず、両氏は、「C，＜Vl十M1の関係が拡大
再生産の『物質的基礎』をなすということのうちには、すでに資本主義的蓄積
に固有な矛盾・対立がしめされている」のであり、「それは、蓄積が消費では
なく、まさに生産手段の生産の拡大を主導として、いいかえれば部門1の部門
Hにたいする優位のもとに進展するという資本主義的証積に固有な倒錯性をし
めすものにほかならない」とされる。即ち、C，＜Vl十MIの関係は、「いっさい
を顧慮しない生産手段のための生産手段の生産」を表現しているのであり、そ
れ故、「『蓄積のための蓄積、生産のための生産』の総生産過程への展開形態に
　　　　　　　ほかならない」ということである。
　ところで、拡大再生産の「物質的基礎」とされたC・〈V、十M1の関係とは、余
剰生産手段の存在条件を表現するにすぎないものである。余剰生産手段を△C〔，｝
とすれば、
　　△C〔，）＝V1（t｝十V　，（v－C2（t）
　　　　＝：（1－x1）Xl（t）一x2・X2〔v
　ここで、余剰生産手段△C〔t〕が存在するためには、△q，、＞0であることが必要であ
る。
難〉≠㌃
　かくて、余剰生産手段の存在条件、従って、拡大再生産の「物質的基礎」と
は、両部門の構成比率が所与の技術水準によって規定される一定値以上でなけ
ればならないということである。それは、あらゆる社会における拡大再生産につ
いての「物質的基礎」を意味するものとして理解されねばならないのである。
　連を、「資本の平均運動」の抽象と具体として把握されているのであるが、そのこと自
　体は誤りではないとしても、両者を区別する根拠がかならずしも明確ではない。価値・
　剰余価値範疇と利潤範疇との相違というだけでは、資本の運動態様に特別の相違を帰結
　　しえるものではない。表式分析に際しての前提がそこでは問題であるといえよう。即ち、
　　表式分析が抽象的である所以がその前提に則して明確にされねばならないということで
　　ある。
（72）　〔7〕7ページ。
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それ故、余剰生産手段の存在条件そのこと自体をもって、「資本主義的蓄積に
固有な矛盾・対立」をしめすものであり、「資本主義的蓄積に固有な倒錯性」
をしめすものとすることは出来ないといえよう。C2＜V1十M、なる関係は、それ
自体としては、決して、「部門Hにたいする部門1の優位」＝＝「生産の消費に対
する優位」を表現しうるものではないのである。
　しかし、そのことは、再生産表式にお・いて、「資本主義的蓄積に固有な矛盾・
対立、倒錯性」の契機を措定しえないということではない。かかるものとして、
筆者は、かつて、第1部門蓄積率の先行的・独自的決定なる想定を措定した。
マルクスの指摘するように、「蓄積の場合には、何よりもまず蓄積率が問題であ
る」が、それは、余剰生産手段△C（tρ各生産部門への配分の問題に他ならない
のである。
　　AC（t）＝＝Mcl｛t）十Mc2ct）
　　　　＝Xl　’　Pl　’　al（t）　’　Xlcv十X2　’　P2　’　a2（t）　’　X2（t）
　上記の式において、△軸の大きさそのものは、V1〔，）十M1（ザC，〔t｝であり、　t期に
おいては所与であると想定されるのであるが、・それにしても、それが、次期に
いかに両生産部門に配分されるかということが、「蓄積の場合の問題」である
ということである。それは、生産と蓄積の決定方法そのものによって規定され
るのであり、表式分析の前提として明ら．かにされておかねばならないことであ
る。然るに、蓄積率の決定の仕方において、△鰯の配分の仕方において、第1
部門蓄積率を先行的に決定するという想定それ自体は、資本主義的蓄積に固有
な「倒錯性」を表現するものであり、資本制生産を前提にした蓄積の在り方に
他ならないのである。それ故、両氏の指摘される「部門1にたいする部門Hの
優位性」ということも、第ユ部門蓄積率の先行的決定の想定においてはじめて
措定しうるものであるといえよう。
　かくて、両氏は、ここで、「資本の総再生産過程に内在的な諸矛盾は、ただ
生産手段のための生産手段の生産というこの倒錯1生のうちにのみ、みずからの
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解決形態一運動形態をみいだすのであり、またそれを軸線としてのみ、恐慌
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（73）にむかって強力的に自己を展開していく」と帰結されるのである。即ち、　「内
在的矛盾」は、「生産手段のための生産手段の生産」を「運動形態」とすると
いうこと、かかる生産の展開過程は、「内在的矛盾」が、「恐慌にむかって強力
的に自己を展開」する過程であるということである。両氏においては、このよう
な主張は、生産力水準一定の前提のもとにお』いておこなわれているのであるが、
その際、「生産手段のための生産手段の生産」、従って、第1部門の第2部門に
比しての急速な発展は、単に、C，＜V、十M、という余剰生産手段の存在条件か
ら惹起されるのではなく、第1部門蓄積率の累積的増大を基本的契機として惹
起されるものであることは、本稿の第1節において明らかにしたところであ
る。それ故、ここでの両氏の主張は、第1部門の「自立的」発展の急速な展開
こそが、「内在的矛盾」が、「恐慌にむかって強力的に自己を展開」する過程であ
るということに他ならないのであり、かくて、第1部門の「自立的」発展は、
資本制的蓄積の「倒錯性」の運動形態であるが故に、その「自立性」が相対的
たらざるをえないということ、即ち、「恐慌にむかって」の展開に他ならないも
のとして理解されうるのである。
　次いで、両氏は、「部門IIにたいする部門1の優位」は、再生産過程の構造的
弾力性を基盤として実現されるとされ、生産力の発展は、その構造的な弾力性
を量的にも質的にも拡大・深化していき、C1十Mc、の総再生産過程にしめる比
重の累進的増大に帰着するとされる。再生産過程の構造的弾力性とは、C1十Mc、
の再生産が、決して個人的消費にはいらないかぎりにおいて、消費から相対的
に自立しているということに根拠をおくものであり、C、十Mc、の拡大・深化の
過程は、「内容的には固定資本一労働手段の再生産の急速な膨張によって特
　　　　　　　　（74）徴づけられる過程」であるとされる。
（73）　〔7〕17ページ。
（74）　〔7’〕18ページ。この点に関連して、両氏は、「『内在的矛盾』は、C，十Mc1の自立的
　運動に象徴される総再生産過程の構造的弾力性、とりわけその中軸をなす固定資本
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　しかし、C、十Mc，が、「消費から相対的に自立している」ということ自体
は、再生産構造における特徴を示すものであり、そのことから、直ちに、第1
部門の第2部門に対する優位の実現、従って、第1部門の急速な発展が帰結さ
れるわけではない。
　その点は措くとして、両氏が、C，＋Mc，の拡大・深化の過程、第1部門の急
速な発展過程を、「労働手段の急速な膨張」において特徴づけられていること
は、重要な意義を持つものといえよう。それは、まさしく、産業循環における
好況過程の再生産的特徴を表現されたものに他ならないがらである。即ち、そ
こで問題にされている第1部門の第2部門に比しての急速な発展とは、第1部
・門の不均等発展と範疇的に区別されるべき第1部門の「自立的」発展であると
いうことである。それ故、C、十MCIの拡大・深化とされるその内実も、第1部
門蓄積率の累積的増大傾向によって惹起されるものとして把握されねばならな
いといえよう。第1部門蓄積率の累積的増大を「運動軸」として展開する第1
部門の「自立的」発展は、生産力展開によって、その「自立性」が益々強めら
れるにいたるのであるが、そのことを、両氏は、「労働手段の急速な膨張」と
されたのである。
　最後に、両氏は、レーニン表式について、それは、消費にたいする生産の
優位が、部門llにたいする部門1の「不均等な発展」として展開されたのであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（75）り、「あえて表式を採用するまでもなく、……あきらかであろう」とされ、「それ
はまた、この優位を枢軸として自己を展開する総再生産過程の『内在的矛盾』
　　　　　　　　　　　　　　　　　C76）の発展した運動形態にぽかならない」とされる。
　の特殊な回転一再生産様式〔貨幣補填と現物補填との周期的分離＝対応〕を運動基盤・
　『物質的基礎』として、その特徴的な周期的運動を展開す．る」　（〔7〕18ページ）とされ、
　しかし、産業循環そのものの考察は、「資本のより現実的展開（「競争と信用」…引用者）
　にかかわる問題」（同前）であるとされている。産業循環の現実的過程の分析は、確かに、
　信用篇における問題であるが、その基本的形態を、『運動基盤』の解明される表式分析に
　おいておこなうことは不可欠であろう。それを前提にして、より具体的な現実過程の分
　析が可能となるのである。
（75）　〔7〕18～9ページ。
（76）　〔7〕19ページ。
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　ここで、両氏は、「生産力の発展が資本の技術的構成の高度化の過程であり、
後者はまた資本の価値構成の高度化に導くかぎり」、表式を採用することなく、
第1部門の不均等発展は、明らかであるとされる。しかし、表式を援用したとし
ても、しかも、マルクス的前提を堅持しても、一定の条件を付加しないかぎり
生産力展開から、第1部門の不均等発展を帰結することが出来ないことは、第
1［節において明らかにしたとおりである。両氏が、「表式を援用することなく」
とされ、更に、レーニン自身も、当初は、「『資本論』第2巻におけるマルクス
の諸研究がなくても」としていたのであるが、そこでは、マルクス表式に依拠
することの意義が問題であるといえよう。
　レーニン表式が、マルクス表式と同一の範疇におけるものとして想定される
のは、そこでは、第1部門蓄積率が先行的に決定されながら、年々一定として
想定されているそのことにあるのである。それは、資本蓄積の急速な展開と突然
の収縮、混乱と動揺を通して達成される蓄積軌道を表現するものであるという
ことである。換言すれば、マルクス表式を援用したが故に、レーニン表式にお
いて示された第1部門の不均等発展は、「資本主義社会の発展の一般的法則」
として定式化されたのである。この点の把握が、両氏においては全く欠落して
　　　　　　｛77）いるのである。
　然るに、第1部門の不均等発展が法則として定式化されるものとすれば、そ
れが表現するとされる「内在的矛盾」も、生産力の発展の資本主義的形態にの
みかかわるものといえよう。資本制生産における生産力の発展は、個人的消費
の興隆牲を基礎にし．ており、しかも、その成果の利用を、国民大衆から排除し
ているのであるが、かかる生産力発展の様相を表現するものとして、第1部門
（77）かって、エー・ヤー・プレーゲルが「再生産論におけるレーニン的段階」（永住道雄訳
　『再生産論』叢文閣、1935年。「序文」2ページ）ということを主張したが、それをうけて
　南口は、レーニン表式は、「再生産と恐慌の問題の究明にとって、ひとつの新たな段階
　を画したものとみなしうる」（「資本の再生産＝流通過程と恐慌」（＝）『商口法論叢』7－3、
　85ページ）とされた。しかし、レーニン表式が範疇的にはマルクス表式と同一のものであ
　れば、「再生産論におけるレーニン的段階」を、特別に強調することは出来ないのであり、
　レーニン表式から、恐慌の問題についての示唆をえることも出来ないものといえよう。
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の不均等発展は規定されるということである。
　それ故、「内在的矛盾」の発展した運動形態としての把握において、恐慌とし
てのみ爆発一調整される矛盾の成熟を問題にされるのであれば、それは、レ
ーニン表式の本来の意図とは、相違するものといえよう。レーニンは、資本制
生産における生産力の発展の特殊性を問題にしたのであり、両部門の発展テン
ポの格差の持つ資本制的内容を問題にしたのであって、その発展テンポの格差
そのことに、資本制生産の矛盾的運動形態を認めたのではないのである。
　かくて、両氏は、第1部門の不均等発展は、「内在的矛盾」の実現形態であり、
それ故、それは、「かの『蓄積のための蓄積』の展開形態として・また『基本矛盾』
の運動形態として規定された資本主義的蓄積の『絶対的・一般的法則』＝『富
の蓄積に照応する貧困の蓄積』の総再生産過程における表現にほかならない」
のであり、「こうした発展に内在的な矛盾としてはじめて、それはまた、この発
展の過程に固有な敵対的性格を、すなわちその不安定性・脆弱性・周期的浮沈
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（78）（恐慌）を、さらに一般的にはその歴史的・過渡的性格を刻印する」として、
「不均等発展の矛盾」を恐慌の「根拠」として規定されるのである。両氏は、
恐慌の「根拠」とは、その「現実性」の・諸「条件」＝諸「原因」とは区別さ
れねばならないとされることから、「不均等発展の矛盾」と恐慌との関係も、「無
媒介的な、直接的なものではない」とされ、不均等発展の過程をとおしてのみ、
「内在的矛盾」は、「十分に成熟し、窮極的・周期的にのみ恐慌として爆発一調
　　　　　　　　　　整されるにすぎない」とされるのである。
　ここでは、両氏は、まず、第1部門の不均等発展が、「内在的矛盾」の実現形
態であるが故に、その発展過程を「不安定性・脆弱性・周期的浮沈」として刻
印するとされるのである。しかし、資本制的拡大再生産過程の不安定性とば、
その蓄積の不安定性にこそ根因が存するのである。第1部門の第2部門に比し
（78）　〔7〕19ページ。
（79）　〔7〕19ページ。
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ての急速に発展する過程が、不安定性において刻印されるのは、その「運動軸」
たる第1部門蓄積率の運動の不安定性に他ならないのである。それ故、両氏が
指摘される発展過程の特徴は、好況過程を特徴づける第1部門の「自立的」発：
展のことに他ならないのである。
　第1部門の不均等発展が、両氏の主張されるように、「内在的矛盾」の実現形
態として規定されうるとしても、それはし、「不安定性、脆弱性、周期的浮沈」の
運動の結果として達成されていく拡大再生産軌道であるかぎりにおいてである。
第1部門の不均等発展が、「資本主義社会の発展の一般的法則」として定式化さ
れるかぎりにおいてのみ、それは「内在的矛盾」と連関を持ちうるにすぎない
のである。そこでは、両氏が第1部門の「自立的」発展と不均等発展とを概念
的に区別されなかったことの必然的帰結が現れているものといえよう。それは、
同時に、第1部門の「自立的」発展の「運動基盤」が、誤って理解されたがた
めに、両者の概念的区別を設定しえなかったということでもある。
　「内在的矛盾」の「運動軸」が、正しく、第1部門蓄積率の先行的決定に求
められるならば、その第1部門蓄積率の動向に対応して、即ち、一定として想
定するのか、変動するものとして想定するのかによって、第1部門の不均等発
展と「自立的」発展の区別は不可匁なものとなるのである。両者が概念的に区
別されないまま、第1部門の不均等発展と恐慌との関連を論じるならば、一方
では、不均等発展は、恐慌と直接の関係を持ちえないとしながら、他方では、
「内在的矛盾」が、不均等発展の過程をとおして、’「十分に成熟」し、「窮極的・
周期的」に恐慌として調整されるとすることになるものといえよう。
　然るに、後者は、第1部門の不均等発展が恐慌として調整されざるをえない
ものとして、「内在的矛盾」を累積するということであり、それは、不均等発展
と恐慌と・の直接的関係を物語るものでしかないのである。しかし、「法則」とし
ての第1部門の不均等発展は、恐慌と直接の関係を持ちえないのであり、そ
の点に、両氏の前者の主張こそが妥当であるといえよう。これに対して、恐慌
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と無媒介的、直接的な関係を持ちうる蓄積軌道は、第1部門の「自立的」発展の
過程に他ならないのである。第1部門の「自立的」発展は、恐慌として爆発せざ
るをえない「内在的矛盾」の累積を意味しているのであり、その変動過程を
通して、長期的に、第1部門の不均等発展の過程が確立されうるのである。
　勿論、両氏は、注意深く、次のような方法的限定を付されている。「不均等発
展の矛盾」は、「暴力的均衡化としての揚棄一恐慌は、ただ事態の内的本質を陰
　　　　　　　　　　干し、神秘化する諸資本相互の競争が信用の外的な強制作用を媒介としてはじ
　　　　　　　　　　　　　　　　㈹めて現実にあたえられるにすぎない」。
　確かに、「現実的恐慌」は、マルクスの指摘するように、「競争と信用」におい
てのみ与えられるものといえようが、そのことと、資本制的蓄積が、その自己
展開の過程において、恐慌を基本的契機とする循環的変動の過程を描かざるを
えないということを抽象的に、それ故、一面的に問題にすることによっ℃恐
慌としての資本蓄積軌道の強力的、暴力的転換が不可避であるということ、そ
の意味における恐慌の必然性を「抽象的、一般的」に問題にするということと
は、区別されねばならないものといえよう。両氏は、第1部門の不均等発展が、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔81｝「内在的矛盾」の実現形態であるが故に、恐慌の「純粋な・一般的な解明」を
あたえるにすぎないとされるのであるが、それは資本制生産であるが故に、恐
慌が生じるということと変るところはないものといえよう。
　　　　　　　　　も
　両氏は、表式の条件と恐慌との関連について、次のように指摘されている。
「恐慌こそ、C、十Mc・＝・Vi十Mk1十Mv　1を結節点とする生産と消費との内的連関＝＝
統一の、強力的な自己貫徹にほかならず、この強力的な自己貫徹の必然性は、
生産と消費との対立・分離の強力的な進行・『消費を顧慮しない生産の無制限
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔82｝な拡張』を基礎としてはじめてあたえられるからである」。
　ここでは、恐慌は、C，十Mc、＝Vi十Mv、十Mk、なる条件の「強力的な自己貫徹」
（80）　〔7〕20ページ。
（81）　〔7〕20ページ。
（82）　〔7〕15～6ページ。
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であり、それが強力的に自己を貫徹せざるをえないのは、資本の運動が、「生産
の無制限的拡張」を基礎とするということであるとされているのである。換言
すれば、「生産の無制限的拡張傾向」によって、生産と消費との対立・分離が強
力的に進行し、再生産の条件そのものが掩乱され、C，十Mc、≧Vl十Mv1十Mk、な
る関係に転化するが故に、それは窮極的には、C，十Mc，一V1十M・1十Mk1を実現
せざるをえないということである。拡大再生産の条件が、「強力的に自己を貫
徹」するということは、その絶えざる不均衡の過程を通して、均衡が確立され
ていくということであるとすれば、そこでは、拡大再生産の均衡条件を不均衡
に転化せしめてゆく契機と、その不均衡的発展の過程がいずれは逆転せざるを
えないことが機構的に明かにされねばならないものといえよう。その点につい
ては、両氏は、唯、「生産の無制限的拡張」を指摘されるだけであるが、かか
る資本の運動の一般的傾向のみではなく、再生産の内的構造に立脚したものと
して、資本の本質的傾向を実現する契機と運動のプロセスが解明されねばなら
ないものといえよう。そのことによってのみ、拡大再生産の条件が、混乱と動
揺を通してのみ確立されていくことの現実的根拠が与えられるのであり、その
ような拡大再生産の条件の充足の方法そのものが、資本制生産の倒錯性に他な
らないものとして把握されるのである。
　かくて、両氏の所説においては、レーニン表式の帰結たる第1部門の不均等
発展と、第1部門蓄積率の累積的増大を基本的契機とする第1部門の「自立的」
発展とが、範疇的に区別されていないことが、不均等発展と恐慌との関連の規
定を無内容なものにしてしまったものといえよう。第1部門の不均等発展とは、
生産力展開を表現するかぎりでの、拡大再生産の軌道であり、範疇的には、マ
ルクス表式と同一の理論的性格をもつものである。それは、拡大再生産におけ
る諸変動の結果として、長期的に達成されていくものであるが、かかる蓄積軌
道において、恐慌の「根拠」を措定しようとすれば、そこではその方法的制約
の故に、単に、資本制生産と恐慌という一般的関連以上のことを展開出来ない
一48一
第1部門の「自立的」発展と不均等発展について　183
のは自明のことである。
　これに対して、第1部門の「自立的」発展とは、第1部門蓄積率の累積的増
大を基本的契機とするが故に、それは、両氏の指摘される「内在的矛盾」の成
熟過程を表現するものたりえるのである。その「自立的」発展は、相対的なも
のにしかすぎないのであり、それ故、かかる蓄積様式、拡大再生産の軌道は、
永続的性格を持ちえないのであり、強制的に逆転されざるをえないので謬るが、
その点においてこそ、表式分析において恐慌の「根拠」が措定される所以が存
するものといえよう。換言すれば、恐慌の「根拠」は、資本蓄積そのものが、
その自己運動過程において、循環的変動として．顕現せざるをえないそのことに
こそ求められるべきであるということである。両氏はそれを、資本制生産も社
会的生産の一形態であり、それ故、資：本蓄積の諸変動の結果として確立される
軌道であるという点において、第1部門の不均等発展は、永続的発展としての
理論的性格を提示するものであるが、かかる不均等発展において、措定された
のである。
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